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１ 高島市行財政改革計画について 

持続可能な行財政基盤を確立し、効率的で効果的な行政運営と住民自治を実行するため、市では

「第 2 期高島市行財政改革計画」を、令和 2 年度から令和 6 年度までの 5 年間を取組期間として策

定しました。本計画は、市の最上位計画である「第 2 次高島市総合計画」の実現に向けて、3 つの推

進方針を定め、効率的な行財政運営の確立と行財政改革の継続的かつ組織的な推進を図ることを

目的としています。 

   
 

 
１ 財政基盤の力を高める 

 

（１）歳入の確保  ①財産処分等の促進 

②自主財源の確保 

③受益者負担の適正化 
 

 

 

（２）歳出の見直し  ①選択と集中の更なる徹底 

②公共施設の適正管理と再編  

 

（３）経営の健全化  ①特別会計 

②地方公営企業会計  

 

 

２ 職員の働き方の質を高める 

 

（１）執行体制の見直し  ①マネジメント体制の強化 

②人員体制の適正化  

 

（２）ICT を活用した 

（２）業務改善 

 ①電子化の推進 

②業務プロセスの標準化 

 

（３）自律型の人材育成  ①職員の意識改革と能力開発 

 

 

３ 多様な主体との連携力を高める 

 

（１）地域力の強化  ①市民主体の市政運営 

 

（２）公民連携の推進  ①民間活力の効果的な導入 

 
  

高島市行財政改革計画の推進方針 

1



 

 

２ 「高島市行財政改革推進計画」の位置づけ 

第 2 次高島市総合計画と長期財政計画との整合性をとりながら、第 2 期高島市行財政改革計画を

確実に進めるため、実行計画にあたる「高島市行財政改革推進計画」を毎年度策定します。行財政

改革推進計画は、職員の行財政改革への意識を高めつつ全庁的に取り組むために、推進項目ごと

に具体的な内容や実施時期を示し、毎年、推進項目の進行管理、効果検証および評価を行い、計画

的で確実な行財政改革を推進します。 

 

３ 行財政改革推進計画の取組期間 

  行財政改革推進計画の期間は、令和 5 年度（2023 年度）から令和 7 年度（2025 年度）までの向こう

3 年間の取組みを定めています。 

  

４ 行財政改革推進計画の推進体制と進行管理 

(1) 推進本部における進行管理 

  副市長を本部長とし、幹部職員で組織する「行財政改革推進本部」は、各部局における行財政

改革推進計画の着実な推進とその進行管理を行います。行財政改革推進本部は、行財政改革推

進計画の策定や進捗状況について、附属機関である「高島市行財政改革委員会」に報告するとと

もに、市民に公表します。 

(2) 推進体制 

   行財政改革は全庁的に取り組むべきものであり、全部門が協力しながら推進します。全庁的な

取組みであることを意識づけるため、本部員は司令塔として進行管理を的確に行うとともに、所属

職員に対して必要な指示を行い改革意識の醸成に努めます。 

 (3) 行財政改革委員会における助言等 

   行財政改革の実効性を高めるとともに、開かれた行財政改革を推進するため、行財政改革委員

会は、行財政改革推進計画の進捗状況の報告を受け、必要に応じて助言や提言を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 効果検証および評価の実施について 

当該年度の終了後、効果検証および評価を実施します。原則、各取組項目で定める指標の結果に

基づいて、以下の４段階（Ａ～Ｄ）で評価します。指標の定めがない場合、年度別計画で評価します。 

【評価指標】 

Ａ：目標以上に達成(101%～の達成) Ｃ：目標より遅れている(60%～89%の達成) 

Ｂ：目標どおり達成(90%～100%の達成) Ｄ：未着手である(～59%の達成) 

 

市 民

市役所

各部局

（各取組）

行財政改革

委員会
（附属機関）

行財政改革

推進本部
（庁内組織）

公表（計画内容・取組み状況）

計画策定・

進捗状況

報 告

指 示助言等

代表者の参加
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1 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 20,000 20,000 20,000

実績 13,033

計画 ― 21,882 22,100

実績 21,450

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②
遊休財産の

貸付収入額（千円）
21,665

③

指標（単位） Ｒ5

① 資産売却額（千円）
20,000

③  財産処分の推進

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　「遊休財産処分方針」に基づき遊休地の有効活用や売却に取り組むこと
とし、遊休財産処分推進本部において処分箇所、処分方法等を定めて処
分を推進する。
　また、行政財産についても余裕敷地や余裕床を洗い出し、貸付に向けた
環境整備や要件緩和などの条件整備を進める。

もたらす効果

　遊休地となっている市有財産の処分を促進することにより、売却・貸付に
よる財源の確保ができる。
　また、売却することで固定資産税が課税されることとなり、税の増収も見
込める。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　毎年、2,000万円の売却を実施するとともに、貸付収入額も毎年1％増や
すことで財源を確保する。

年度別計画

① 推進本会議の開催

② 公有財産審議会の開催

全部局
 ① 財産処分等の促進

取組項目
未利用市有地（遊休財産）の売却処分
等の推進

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）歳入の確保 関係部課
団体
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　売却可能な財産を洗出し毎年度計画的に財産処分を進める。

令和3年度実績報告

実績内容

○売却可能な遊休財産について計画的に売却を進める事ができた。
○随意契約により売却を行った。
○売却処分実績 25,257千円

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 計画指標どおり財産処分を行えたため。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

○売却可能な財産を洗出し毎年度計画的に財産処分を進める。
○売却に結びつかない物件については、個人の住宅用地として貸付け（一般定期借地権）。
　 売却以外の選択肢を増やすことで、財源の確保を図る。

令和4年度実績報告

実績内容

○売却可能な遊休財産について計画的に売却を進める事ができた。
○随意契約および一般競争により売却を行った。
○売却処分実績 13,033千円

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｃ（目標より遅れている） 目標に対して実績が未達のため。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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2 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 ― ― ―

実績 0

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

全部局
 ① 財産処分等の促進

取組項目 借地契約の改善

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）歳入の確保 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　長期間にわたり借り上げている民有地について、長期的な視点から今後
も必要と判断される土地については、買収するなど取得を進める。
　また、利用頻度が低く借地の継続が不要と判断される土地については、
現状復旧費用を踏まえた上で地権者との返却に向けた協議を行う。
　令和5年3月現在　169件　209筆　309,821.76㎡

もたらす効果

　借地を取得すると一時的に経費は必要であるが、長期的な視点でみれ
ば経費削減につながる。
　また、返却可能な土地を積極的に返却していくことも借地料が不要となり
経費の削減につながる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　行政経営を行う上で必要な借地を再確認し、不要な土地を返却する。

年度別計画

① 借受地の現状調査

②
返却可能な借受地の

検討・交渉

指標（単位） Ｒ5

① 借地返却数（件数）
―

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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　定期的に借地状況調査を実施し、借地の継続が不要と判断される土地について、地権者との返却に向
けた協議を実施する。

令和4年度実績報告

実績内容

○関係課に依頼し借受地の現状把握等を行った。
○関係課に返却可能な借受地の検討依頼を行った。
○借地の返却に向けた交渉を各担当課で行った。
○長期的な視点から今後も必要と判断される土地について、買収し取得を進めた。
（朽木バス停留所）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画どおり、借地返却の検討、交渉および返
却を実施できたため。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　定期的に借地状況調査を実施し、借地の継続が不要と判断される土地について、地権者との返却に向
けた協議を実施する。

令和3年度実績報告

実績内容

○関係課に依頼し借受地の現状把握等を行った。
○関係課に返却可能な借受地の検討依頼を行った。
○借地の返却に向けた交渉を各担当課で行った。
○返却可能な借受地の交渉を行い、1件の返却を行った。
（朽木荒川集会所）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画どおり、借地返却の検討、交渉および返
却を実施できたため。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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3 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 50 50 50

実績 45

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1,500 1,500 1,500

実績 1,127

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 広告収入
1,500

②

③

指標（単位） Ｒ5

① 広告掲載車両台数（台）
50

③ 広告媒体拡大の検討

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　市と民間企業等との協働により市の新たな財源を確保するとともに地域
経済の活性化を図るため、高島市公用車広告事業として、高島市役所本
庁舎にある公用車を広告媒体として活用する。
　また制度運用実績の分析を通じて、公共施設内等への広告媒体の拡大
やネーミングライツ導入の可能性について調査研究を進める。

もたらす効果
○公用車維持管理経費の財源確保
○地域経済の活性化

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　広告掲載数を最大確保することで、公用車維持管理経費の財源確保と
地域経済の活性化を図る。

年度別計画

① 広告募集

② 広告掲載

全部局
 ② 自主財源の確保

取組項目 公用車広告事業の推進

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）歳入の確保 関係部課
団体
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　広告掲載可能台数の拡大や広告掲載可能期間の延長を検討する。

令和3年度実績報告

実績内容

　令和2年度から掲載している広告の延長を希望する企業や新規掲載を希望する企業があるなど、広告事
業について市内でも一定認知がされ始めた。
【応募状況】
　○令和3年度募集台数　　通年掲載33台、半年掲載14台
　○広告掲載台数　　　　　　計47台
　○広告料収入　R3年度…月額2,500円×（12ヶ月×33台＋6ヶ月×14台）＝1,200,000円

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 指標計画どおり広告掲載数を確保できたため。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　広告掲載可能台数の拡大や広告掲載可能期間の延長を検討する。

令和4年度実績報告

実績内容

　令和2年度から掲載している広告の延長を希望する企業や新規掲載を希望する企業があるなど、広告事
業について市内でも一定認知がされ始めた。
【応募状況】
　○令和4年8月募集台数　　通年掲載48台
　○広告掲載台数　　　　　　45台
　○広告料収入　R4年度…月額2,500円×（上半期×29台＋下半期×38台＋7か月×7台）＝1,127,500円

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 指標広告掲載数を確保できたため。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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4 担当部課 総合戦略課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画 50%

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 600,000 増 増

実績 636,188

計画 30.0% 30.0% 30.0%

実績 21.0%

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 284,277 増 増

実績 324,275

計画

実績

計画

実績

商工観光部
農林水産部 ② 自主財源の確保

取組項目 ふるさと納税の獲得

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）歳入の確保 関係部課
団体

③
新たな寄付獲得

プログラムの実施

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　市外に住んでいても高島と何らかの関わりを持つ「関係人口」開拓との
相乗効果を図りながら、ガバメントクラウドファンディングの活用、寄付金付
き商品の開発等新しい寄付の獲得手法を主体的に開拓することで、継続
的な寄付獲得を図る。また、寄付者のリピート率や寄付単価を向上させる
とともに、経費率を抑制するなど事務の効率化を図る。

もたらす効果
　市外からの寄付者を開拓することにより、関係人口開拓と財源確保を図
るとともに、特産品の販売促進や本市のシティプロモーションを兼ねること
ができる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　事務効率の向上、経費率5割以内の安定的運用を図りながら、寄付額の
対前年度増を目指す。

年度別計画

① 寄付額6億円の維持

②
経費率5割以下での

安定的運用

指標（単位） Ｒ5

① 寄付額（千円）
600,000

②
リピート率（％）

※当年寄付者のうち、
前年も寄付していた人の率

30.0%

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 寄付額
※自主財源獲得額

増

②

③
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　寄付額6億円を安定的に継続し、合わせて経費率50％以下を実現していくことが課題である。
　関係人口との相乗効果という点においては、高島市の観光資源を活かした体験型の返礼品企画や、観
光誘客につながる仕組みづくりが重要であり、ポータルサイトの企画等を積極的に活用していきたい。
　また、ふるさと納税事業への参画要件の見直しや、オンライン申請の導入の検討、中間事業者である髙
島屋との連携によりさらなる寄付者満足度の向上をはかるとともに、多種多様な特産品があるという高島
市の強みを活かしたふるさと納税事業を展開していきたい。

令和4年度実績報告

実績内容

　寄付額は636,188千円と昨対比で約500千円の増となり、課題であった経費率についても、昨年度に引き
続き50％以下を達成。
　また、8月に行われた「自衛隊フェスタ50・70」では、イベントを契機とした限定宿泊プランやオリジナルグッ
ズなどの返礼品企画を実施し、603千円の寄附を集めることができた。
　企業版ふるさと納税においては、ポータルサイトを導入し、2社の企業から600千円の寄附があった。結
果、自主財源獲得額についても昨対比で3,275千円の増となった。

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ａ（目標以上に達成）
寄付額は昨対比約500千円の増となり、課題であった
経費率についても50％以下を達成。寄付額を維持し
つつ、自主財源獲得額は対前年比増となったため。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　経費率50％以下の運用で、寄付額6億円を安定化させ、今後の拡大につなげていくことが課題。
　令和4年度は、8月にブルーインパルス飛行、10月に全国棚田サミット等を控えており、市外からの注目と
誘客が見込めるため、イベントを契機とした返礼品等を企画し寄付獲得につなげるとともに、令和3年度か
ら実施している市内道の駅でのふるさと納税受付が安定的に運用できれば、同様の取り組みを市内観光
施設に拡げ、当市が観光地であることを活かしたふるさと納税獲得に取り組んでいきたい。
　なお、繁忙期には一時的に停止している返礼品があることや、寄付から返礼品配送までの短期化に対応
できていないなど、機会損失や寄付者満足度の向上にも課題がある。事業者とも情報共有し、高島市とし
て寄付を拡大するための一層の連携を図っていきたい。

令和3年度実績報告

実績内容

　寄付額は635,678千円と、昨対比で約2,000千円の減となったが、一方で数年の課題であった経費率につ
いて、①令和2年7月から実施した大手中間事業者との契約変更（率）が今年度においては通年適用となっ
たこと、②手数料率が高率であるポータルサイトでのオプション広告の廃止、③企業寄付の伸び、④各ポー
タルサイトの無料PR枠を活用した細やかな返礼品情報の掲載や、寄付者へのメルマガ配信　等により、広
告露出が減少したにもかかわらず昨年同等の寄付を維持することができた。寄付額630,000千円ベースで
1.5%の経費率削減であるため、9,450千円程度の経費削減にもつながった。
　加えて、毎年、新たな取組を行うことを目標に、令和3年度は①返礼品なしで、使途そのものに共感いただ
く寄付として「たかしま学生エール便」のためのガバメントクラウドファンディング、②本市が観光地で市外か
らの誘客があることを活かし、市内3つの道の駅でふるさと納税を受け付け、その場で返礼品をお持ちいた
だく企画を実施した。

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ａ（目標以上に達成）
寄付額は昨対比約2,000千円の減となったが、経費率
課題を達成。経費を削減しながらも、昨年水準の寄付
を維持し、自主財源獲得額は対前年比増。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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5 担当部課 納税課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 94.10% 94.55% 94.78%

実績 95.18%

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 7,533 33,295 34,809

実績 163,178

計画

実績

計画

実績

市税等収納
対策推進本
部 ② 自主財源の確保

取組項目 債権管理体制の強化

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）歳入の確保 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　公債権、私債権の徴収事務に携わる関係各課の庁内連携体制の強化
等により、市税および税外徴収金の収納率を向上させる。

※市税等収納対策推進本部
（上下水道課・介護保険課・保険年金課・都市政策課・学校給食課・高島
市民病院医事課・社会福祉課・税務課・納税課）

もたらす効果
　自主財源の確保は、市財政の健全化に向けた喫緊の課題であり、市税
および税外徴収金の自主納付の促進、滞納金の早期解消、住民負担の
公平性の確保が図れる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　年度当初に関係各課が掲げる収納率（目標値）を上回る。

年度別計画

①
収納率向上に向けた

庁内連携の取組

②

指標（単位） Ｒ5

① 収納率（％）
94.33%

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 収納額の増額
34,809

②

③
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　引き続き、収納対策推進本部会議等の開催により情報共有に努めるとともに、市税等徴収担当職員の
研修を開催する等、滞納額の縮減および収納率向上に努める。

令和4年度実績報告

実績内容

　債権管理委員会の開催（1回）、収納対策推進本部会議の開催（2回）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
関係課での情報共有に努め、収納率向上に取り組む
ことができた。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　引き続き、収納対策推進本部会議等の開催により情報共有に努めるとともに、市税等徴収担当職員の
研修を開催する等、滞納額の縮減および収納率向上に努める。

令和3年度実績報告

実績内容

　債権管理委員会の開催（1回）、収納対策推進本部会議の開催（4回）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
関係課での情報共有に努め、収納率向上に取り組む
ことができた。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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6 担当部課 納税課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 14,600 14,600 14,600

実績 43,439

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 14,600 14,600 14,600

実績 43,439

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
収納未済額の圧縮（実績欄の数値

は5月末現在）（千円）

14,600

②

③

指標（単位） Ｒ5

①
収納未済額の圧縮（実績欄の数値

は5月末現在）（千円）

14,600

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　「徴収・差押・停止」という徴収の基本姿勢を堅持し、納付勧奨による自
主納付が見込めない場合は、債権差押えを積極的に進めるとともに、滞
納者の状況に応じて厳正な滞納処分を進める。
　また、滋賀県西部県税事務所高島納税課との共同徴収（H25.8～）によ
り、引き続きスケールメリットを活かしたきめ細やかな徴収体制を確保し、
情報共有と徴収技術の研鑽に努め、収納率を向上させる。

もたらす効果
　自主財源の確保と税負担の公平性が確保され、適切な滞納処分の実施
や徴収体制の強化を行い、更なる収納率の向上が図れる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　前年度に比べて、単年度で市税14,600千円ずつ滞納額を縮減する。

年度別計画

①
早期の納付催告、適時の財産調
査、債権回収の強化等の実施

②

滋賀県西部県
税事務所高島
納税課 ② 自主財源の確保

取組項目 市税の収納率向上対策

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）歳入の確保 関係部課
団体
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　引き続き、新規滞納者への早期着手と「徴収・差押・停止」という徴収の基本姿勢を堅持し、滞納者の状
況に応じて差し押さえ等厳正な滞納処分を進める。

令和3年度実績報告

実績内容

　令和3年度は、新規滞納者の発生を抑えるため、現年度分の滞納者への早期着手を中心に行い、収納
未済額の圧縮につながった。
差押（431件）、分納誓約（374件）、交付要求（15件）、執行停止（55件）を実施した。（件数は、R4.3月末時
点）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 収納未済額が大幅に圧縮できた。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　引き続き、新規滞納者への早期着手と「徴収・差押・停止」という徴収の基本姿勢を堅持し、滞納者の状
況に応じて差し押さえ等厳正な滞納処分を進める。

令和4年度実績報告

実績内容

　令和4年度は、新規滞納者の発生を抑えるため、現年度分の滞納者への早期着手を中心に行い、収納
未済額の圧縮につながった。
差押（447件）、分納誓約（539件）、交付要求（17件）、執行停止（58件）を実施した。（件数は、R5.3月末時
点）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ａ（目標以上に達成） 収納未済額が大幅に圧縮できた。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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7 担当部課 会計課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2 2 2

実績 2

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1,302 2,450 2,450

実績 1,659

計画

実績

計画

実績

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　これまで、市の基金は銀行等の定期預金として運用していたが、日銀の
金融政策等により定期預金金利が低下し、運用収入が年々減少している
ため、令和3年度より「債券」による運用も行うこととした。
　令和5年度以降も財政部局と連携し、長期財政計画等と整合を図りなが
ら、安全で確実、有利な運用を行う。

　基金の債券運用で運用収入が増加する。

　令和5年6月～　　債券購入予定
　
　　　　　　　　令和5年度は、地方債（20年債)　2億円を購入。
　　　　　　　　令和6年度以降は長期財政計画等と整合を図りながら、
　　　　　　　　基金の効率的な運用に努めていく。

（１）歳入の確保

 ② 自主財源の確保

関係部課
団体

－

公金の運用方法の拡充(債券運用)

行財政改革推進での
位　置　づ　け

取組項目

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

もたらす効果

年度別計画

指標（単位）

効果額見込み（千円）

①

③

②

①
運用益の増

（仮定：20年債2億円と
定期預金2億円の試算比較)

③

②

基金の債券運用開始
（債券購入）

債券購入金額（億円）

③

②

①

Ｒ5

2,450

Ｒ5

2
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令和4年度実績報告

Ａ（目標以上に達成）

年度評価

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　債券運用は長期にわたり現金化できなくなることから、財政部局と連携し、長期財政計画（R3～12年度）
等と整合を図りながら、安全で確実、有利な運用に努めたい。

実績内容

　R4.6.14に【群馬県公募公債（20年）第13回】1億円と【愛知県令和4年度第4回公募公債（20年）】1億円を
購入し、R4.12.14に受取利息として395,500×2口分（合計791,000円　半期分）を得た。債券を購入せず定期
預金のままであれば、受取利息は約3万円（利率0.030％と仮定）だったため、債券購入により約761,000円
の運用益の増加を得た。

評価判断基準

指標

地方債は運用期間が長いほど有利性が高まることか
ら、20年債を購入し、安全な運用、かつ今後も運用益
の増加が見込まれる。またペイオフ対策にもつながっ
た。

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　債権運用は長期にわたり現金化できなくなる。このため財政部局と連携し、長期財政計画等と整合を図り
ながら、安全で確実、有利な運用に努めたい。

令和3年度実績報告

実績内容

　将来的に基金が減少していく見通しの中で、資金の流動性を確保し、より有利な運用ができるようR3.8月
に公金の管理運用基準を見直し、これまでの基金毎の運用から、一括運用に改めるとともに、運用期限も
最長20年までできるように見直した。
　令和3年度は、地方債【広島県　公募公債（20年）利率0.434％】を2億円購入。定期預金と比べて有利な
運用ができた。

年度評価

評価判断基準

Ａ（目標以上に達成）

地方債は運用期間が長いほど有利性が高まることか
ら、20年債を購入し、安全な運用、かつ今後も運用益
の増加が見込まれる。またペイオフ対策にもつながっ
た。

指標
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8 担当部課 総合戦略課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 72 増 増

実績 72

計画 180 増 増

実績 164

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 72 増 増

実績 72

計画

実績

計画

実績

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　令和4年度からの「高島リビング・シフト構想」推進における関係人口開
拓と合わせ、市外からの来訪者の2次交通の利便性向上と市内周遊性向
上を図るため、観光需要の多いJR近江高島駅 駅前広場内の遊休スペー
スに新たに駐車場を整備し、カーシェアリング事業を運用する。
　このことで、当該駐車場の効用を高めるとともに、カーシェアリング事業
を行う事業者は民間から公募し、駐車場利用料を得るとともに官民連携
による地域振興を図る。

〇行政財産（遊休スペース）の新たな活用による歳入確保
〇JR駅からの2次交通の向上、市内周遊性の向上
〇官民連携による地域振興

　「高島リビング・シフト構想」推進における重点期間（R4～R6）において、
4台のカーシェアリング事業を運用することで駐車場利用料を獲得すると
ともに、R6年度の北陸新幹線敦賀駅開業、湖西線50周年記念、「サンク
チュアリコート琵琶湖」開業等に向けた、市内2次交通基盤の整備を進め
る。

（１）歳入の確保

 ② 自主財源の確保

関係部課
団体

都市政策課
行政管理課

行政財産の新たな活用による歳入確保
（JR近江高島駅前カーシェアリング事業）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

取組項目

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

もたらす効果

年度別計画

指標（単位）

効果額見込み（千円）

①

③

②

① 駐車場利用料収入

③

新たな行政財産使用料の
獲得

②

事業者公募

駐車場利用料収入（千円）

のべ利用回数（回）
※4時間利用を1回と換算

③

②

①

Ｒ5

72

Ｒ5

72

180
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令和4年度実績報告

Ｂ（目標どおり達成）　

年度評価

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　カーシェアリング事業の運用により、駐車場利用料による経常的な財政収入を得るとともに、観光と連携
し市内2次交通の利用を促進する。また、2次交通以外においても、車両を所有していない市民への通院、
買い物などの移動手段として利用を促進することで、市民サービスの向上を図る。

実績内容

〇本カーシェアリング事業については、令和4年4月よりサービスを開始。
（実施事業者：滋賀ダイハツ販売株式会社）
〇貸出車両台数：軽自動車2台
〇利用実績：655時間47分

達成状況

評価判断基準

指標

評価理由

概ね指標を達成することができた。また、利用状況に
ついては、日常生活における市民利用も多く、2次交
通以外で利用される結果となったことから、市民サー
ビスの向上にもつながった。

今年度の課題・次年度以降の取組内容

【参考】令和3年度実績報告

実績内容

　「高島リビング・シフト構想」推進に伴い、JR西日本との連携協定による吹田SST住民との今後の交流深
化や、令和6年度の北陸新幹線敦賀駅開業等を見据え、従来からの市内JR駅でのレンタカー事務所開
業、民間カーシェアリング事業の開始等も参考に、JR駅からの2次交通の利便性向上を図るため、近年利
用が高まっているカーシェアリング事業を官民連携で推進する検討を進めてきた。
　運用（駐車場設置）場所を、①レンタサイクル貸出実績（2次交通需要）、②市内最南駅という周遊利便
性、③駅前広場のスペース状況等から総合的に勘案し、「近江高島駅」として都市政策課で駐車場整備工
事を実施。
　当該駐車場でカーシェアリング事業を行う事業者を公募（R4.2.17～R4.3.9）し、事業者として滋賀ダイハツ
販売株式会社を選定（2台運用）した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準
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9 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画 ― ―

実績 ― ―

計画 ― ―

実績 ― ―

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1 ― ―

実績 1 ― ―

計画 1 ― ―

実績 1 ― ―

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

使用料所管
課 ③ 受益者負担の適正化

取組項目
使用料、手数料等の見直し（公共施設
にかかる使用料の適正把握）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）歳出の見直し 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5）

　市の公共施設使用料は、公共施設にかかる近年の管理運営環境の変
化に適切に対応するとともに、受益と負担の公平性の観点から、施設使
用料の算定方法を統一したうえで、使用料の全面的な見直しを行い、平成
27年7月に使用料を改正した。同時に平成21年度から実施してきた市民無
料化施策を終了するとともに、新たな減免基準を定めた。
　市民ニーズや維持管理に要する費用の変化を的確に把握するため、施
設分類別に3年周期で把握・検証し、受益者負担の適正性を検証する。

もたらす効果
　施設の維持管理・運営に要する経費の負担を定期的に把握・検証するこ
とで、受益者負担の公平性が図れるとともに、適正な財源確保につなげる
ことができる。

到　達　目　標
（Ｒ5）

　令和3年度から令和5年度まで施設分類別に3年周期で施設の維持管理
経費を把握・検証し、受益者負担の適正性を検証する。

年度別計画

①
公共施設使用実績調査の

実施、検証

②
行財政改革推進
本部会議の開催

指標（単位） Ｒ5

①
公共施設使用実績調査の

実施、検証（回）
1

②
行財政改革推進

本部会議の開催（回）
1

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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　次年度においても引き続き検証を行う。

令和4年度実績報告

実績内容

　令和4年度において検証対象とした40施設について把握・検証した結果、概ね適正であった。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 年度別計画どおり達成したため。
年度別計画

次年度以降の取組内容

　次年度においても引き続き検証を行う。

令和3年度実績報告

実績内容

　令和3年度において検証対象とした29施設について把握・検証した結果、概ね適正であった。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 年度別計画どおり達成したため。
年度別計画

次年度以降の取組内容
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10 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 ―

実績 ―

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2,447 4,895 4,895

実績 2,447

計画

実績

計画

実績

手数料所管
課 ③ 受益者負担の適正化

取組項目
使用料、手数料等の見直し（証明書発
行等にかかる手数料の適正把握）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）歳出の見直し 関係部課
団体

③
手数料改定
（R3検証分）

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　住民票や各証明書の発行などの行政サービスを提供する際の手数料に
ついては、合併以降、据え置きとなっているものが多く、見直しができてい
なかった。
　令和3年度に、行政サービス等の利用にかかる受益者負担の公平性の
観点から、長年、見直し精査ができていなかった現行の手数料について
検証するとともに、県内他市の状況を踏まえて、手数料の改定を行った。
　今後も、引き続き3～5年ごとに定期的な検証を行う。

もたらす効果
　行政サービス等の提供に要する費用を定期的に把握・検証することで、
受益者負担の公平性が図れるとともに、適正な財源確保につなげること
ができる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　3～5年ごとに定期的な検証・見直しを行い、適正な財源確保につなげ
る。

年度別計画

① 県内他市町の動向調査

②
手数料実績調査の

実施、検証

指標（単位） Ｒ5

① 県内他市町の動向調査
1

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
手数料改定に伴う

収入増加額
4,895

②

③
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　令和5年度においては県内他市町の動向調査を行う。

令和4年度実績報告

実績内容

　令和3年度において検証した手数料改定について、ホームページや広報誌に掲載し、周知した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）　 年度別計画どおり達成したため。
年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

令和3年度実績報告

実績内容

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

今年度の課題・次年度以降の取組内容

令和4年度からの新規取組項目につき、

今後、過年度分の実績を掲載

令和4年度作成時については空白
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11 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 93 91 91

実績 92

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③

指標（単位） Ｒ5

① 公用車保有台数（台）
91

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　公用車の適正保有台数を定めた「高島市公用車管理計画」に基づいて、
計画的な更新を行いながら公用車の適正な配置と維持管理を行いつつ、
保有台数の維持に努める。

もたらす効果
　稼働率や走行距離などを考慮した適正な台数を維持することにより経費
の節減が図れる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　使用実態に合わせた公用車配備を実施することにより、車両の適正な
管理と維持管理経費の削減を図る。

年度別計画

① 公用車管理計画の更新

② 公用車配置変更

全部局
 ① 選択と集中の更なる徹底

取組項目 物件費の見直し（公用車の適正管理）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体
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　公用車管理計画に基づく計画的な更新・適正配置に努め更なる経費削減に取り組む。

令和3年度実績報告

実績内容

　計画どおり公用車保有台数の適正化を図った。
　　新車購入台数　　　　7台
　　廃車台数　　　　　　　6台
　　公用車保有台数　 92台

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
指標計画どおり公用車の保有台数の適正化を図れた
ため。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　公用車管理計画に基づく計画的な更新・適正配置に努め更なる経費削減に取り組む。

令和4年度実績報告

実績内容

　計画にそって公用車保有台数の適正化を図った。
　また、令和4年度に公用車管理計画（R5-7）の更新を行った。

　令和4年度末時点　　　新車購入台数　　　　6台
　令和4年度末時点　　　廃車台数　　　　　　　5台
　令和4年度末時点　　　公用車保有台数　 92台

　※令和3年度は92台保有としているものの、追加配備予定先から不要との申し出を受けて
 　　令和4年度始めは現計画より1台減である91台で運用。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
指標計画にそって公用車の保有台数の適正化を図
れたため。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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12 担当部課 都市政策課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2

実績 3

計画 3

実績 3

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

② 先進地事例調査（箇所）

③

指標（単位） Ｒ5

① 地域公共交通会議開催（回）
3

③
公共交通利便増進

実施計画策定

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　公共交通は、高齢者や子ども、障がい者などマイカーを運転できない市
民にとって重要な移動手段となっている。収支割合が悪い路線については
更なる対策を進め、「採算性の改善」と「利便性の維持」の両立を図る。

もたらす効果

　コミュニティバスのデマンド方式(※)への転換、車両の小型化、利用実態
に見合った便数への見直し、日常利用に特化した路線への土日運休の導
入などの改善を進めることにより、市民の移動手段としての路線を維持し
つつ、運行経費を削減することが可能である。

※デマンド方式…利用者の事前予約に応じる形で、経路やスケジュールを合わせる運行形
態のこと。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　バス運行にかかる経費を削減し、持続可能なバス路線を目指す。

年度別計画

① 新たなバス交通体系の導入

② 公共交通計画策定

学事施設課
観光振興課 ① 選択と集中の更なる徹底

取組項目
物件費の見直し（バス交通体系の見直
し）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体
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　公共交通計画を策定するとともに、先進事例等の調査も行い、高島市にとって最適な公共交通体系とな
るよう検討を行う。

令和3年度実績報告

実績内容

　持続可能な公共交通サービスを目指し、地域公共交通会議において、地域公共交通計画の策定に向け
て業務委託を行い、素案を作成した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 公共交通計画の素案の作成を行った。
年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　交通に関するマスタープランである公共交通計画が策定できたので、令和5年度はこの計画の実施計画
として利便増進実施計画を策定する。次年度以降は利便増進実施計画に位置付けた事業を着実に実施
することにより、市内二次交通の利便性確保と、運行経費に係る市負担額の削減を目指す。

令和4年度実績報告

実績内容

　高島市地域公共交通会議において公共交通計画を審議し、令和4年12月に策定した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
公共交通会議を開催して委員の合意形成を図り、公
共交通計画を策定した指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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13 担当部課 都市政策課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 － 12 ―

実績 14 ―

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③

指標（単位） Ｒ5

① 市営住宅からの移転数（戸）
6

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　市営住宅のうち、耐用年数が経過し老朽化が進んでいる政策空家につ
いて、入居者の安全を考えさらに住み替えを促進する。

もたらす効果
　政策空家は老朽化が進んでいるだけでなく耐震性もないため、大きな地
震が高確率で予想されている本市では、その危険性が想定されることから
早期に移転を促すことで、入居者の安全を確保することができる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　令和6年度末までに、拝戸団地入居者の移転を完了する。

年度別計画

① 市営住宅からの移転促進

② 新たな政策空家の検討

―
 ① 選択と集中の更なる徹底

取組項目
物件費の見直し（市営住宅政策空家の
移転促進）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体
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　令和3年度で当初計画していた政策空家からの移転は完了したが、新たに耐用年数を経過する団地を政
策空家とし、市営住宅の規模の適正化を図る必要がある。
　間もなく耐用年数を迎える住宅の入居者に対し用途廃止についての説明を行い、公文書より通知する。

令和3年度実績報告

実績内容

　令和3年度末に用途廃止となる住宅入居者に移転促進に向けて丁寧な説明を行った。
　その結果、用途廃止となる住宅の入居者の移転の了解を得られた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
令和3年度に用途廃止する団地の入居者の移転が完
了した。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　令和6年度までに移転が完了するよう残り18戸の入居者に対して、引き続き移転の促進を行う。
　新たに耐用年数を経過する団地を政策空家とし、市営住宅の規模の適正化を図る必要がある。

令和4年度実績報告

実績内容

　令和6年度末に用途廃止となる住宅入居者に移転促進に向けて丁寧な説明を行った。
　その結果、用途廃止となる住宅の入居者の移転の了解を得られ、14戸の移転を完了した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
用途廃止となる住宅入居者全員に移転促進に向けて
丁寧な説明を行った。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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14 担当部課 消防総務課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2,700 34,600 2,000

実績 13,400

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2,700 34,600 2,000

実績 13,400

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 単年度当りの削減額
32,400

②

③

指標（単位） Ｒ5

①
消防車両更新計画見直しに

よる削減額（千円）
32,400

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　市民の安心・安全を守るためには、消防車両を適正に更新し、維持・管
理することが必要である。現在、車両価格の高騰等により更新による必要
経費が上がっており、必要経費をいかに抑えていくかが課題となる。
　そのため、消防車両更新を現状の目安としている経過年数約20年を、車
両の状態や維持管理状況を考慮し、消防団車両については更新目安を
25年に延長し、消防ポンプ積載車を普通自動車から軽自動車へ変更する
ことや、小型消防ポンプの配置を見直すことにより、必要経費の抑制を図
る。

もたらす効果
　消防車両の更新年数を延長することや消防ポンプ積載車の小型化など
により、単年度当たりの必要経費を削減することができる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　当初車両更新計画（20年～25年で更新目安）による必要経費と比較し
て、今後3年間で69,000千円削減する。

年度別計画

① 消防車両の更新

②

消防本部
 ① 選択と集中の更なる徹底

取組項目 物件費の見直し（消防車両の更新）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体
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　今後も、車両・消防資機材の価格高騰等の状況を見極めつつ、車両更新計画に基づき、単年度当りの必
要経費を考慮し、適正な更新・車両維持管理を行う。

令和3年度実績報告

実績内容

計画の見直しによる消防車両等の更新

当初計画：消防ポンプ自動車3台、小型動力ポンプ1台の更新を予定
　　　　　　　総事業費　101,500千円
現在計画：消防ポンプ自動車2台、小型動力ポンプ付積載車（軽自動車）1台の更新
　　　　　　　総事業費　73,519千円
削 減 額 ：101,500千円－73,519千円＝27,981千円

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画どおり、おおむね削減目標額を達成でき
たため。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　今後も、車両・消防資機材の価格高騰等の状況を見極めつつとともに、今後の車両更新に必要な財源も
考慮し、車両更新計画に基づき、適正な更新・車両維持管理を行う。

令和4年度実績報告

実績内容

計画の見直しによる消防車両等の更新

当初計画：消防ポンプ自動車1台、小型動力ポンプ付積載車（軽自動車）2台、南部指令車1台の更新予定
　　　　　　　総事業費　64,650千円
現在計画：消防ポンプ自動車1台、小型動力ポンプ付積載車（軽自動車）2台、本部指令車1台の更新
　　　　　　　総事業費　51,250千円
削減額：64,650千円－51,250千円＝13,400千円

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画どおり、おおむね削減目標額を達成でき
たため。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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15 担当部課 商工振興課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 ▲5 ― ―

実績 ▲5

計画 ▲2,470 ― ―

実績 ▲3,000

計画 4 4 4

実績 4

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1,445 ― ―

実績 1,318

計画 2,470 ― ―

実績 3,000

計画

実績

高島市商工会
 ① 選択と集中の更なる徹底

取組項目
補助費等の見直し（地域産業創造事業
補助金の改定）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5）

　行政の一部を担う事業を受託するなど、公的な団体に対して行っている
各種補助金について、県内他市の状況や団体の運営体制、経営状況を
見極めたうえで補助金のあり方を見直す。

もたらす効果
　見直しにあたっては、それぞれの団体における組織体制や運営状況を
勘案したうえで行うこととするが、見直しを契機に新たな事業展開やそれ
ぞれの組織に属する団体の活性化にもつながる。

到　達　目　標
（Ｒ5）

　補助金のあり方を見直すことで、より自立した団体運営を促す。

年度別計画

①
各団体と協議を行い、団体

の運営状況を把握する

②
団体の自主財源確保に向

けた取組を促す

指標（単位） Ｒ5

①
商工会（人件費）補助金の

率の見直し（％）

▲5

②
観光協会の補助金額の

見直し（千円）

―

③ 団体との協議（回）
4

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 商工会活動事業補助金
（人件費）

1,445

② 観光協会補助金
―

③
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　観光協会については、R4をもって計画を完了した。引き続き「組織力の強化」、とりわけ「人材の確保・育
成」に向けた取組みを進めていく。
　商工会補助金（人件費）については、次年度も計画どおりの補助率削減を進め計画を完了させるととも
に、引き続き連携して雇用創出や地域経済活性化に取り組んでいく。

令和4年度実績報告

実績内容

　観光協会等活動事業補助金については、団体との協議の中で自主財源の確保に努めるよう指導すると
ともに、予定どおり市補助金を減額して当初の計画を実施した。
　商工会（人件費）補助金についても、予定通り5％の補助率削減を達成した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
補助金額の削減を行うことができた。また自主財源の
確保に向けて収益事業の取組みの強化を促すことが
できた。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　観光協会については、これまでの行政依存から脱却し、多様化する観光客のニーズへの即時対応や地
域における観光振興の舵取り役への進化を期待し、補助金の削減と自主財源の確保に向けて調整を進
め、市補助金については一定額まで削減することができた。一方で、専門的な知識を有する人材の確保・
育成については、喫緊の課題としてあることから、今後は、「組織力の強化」、とりわけ「人材の確保・育成」
に向けた取組みを進める。

令和3年度実績報告

実績内容

　観光協会等活動事業補助金については、団体との協議の中で自主財源の確保に努めるよう指導すると
ともに、予定どおり市補助金を減額することができた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
補助金額の削減を行うことができた。また自主財源の
確保に向けて収益事業の取組みの強化を促すことが
できた。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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16 担当部課 財政課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 24,098 21,504 19,055

実績 24,324

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③

③

指標（単位） Ｒ5

① 市債残高（百万円）
22,732

②

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　市の公共施設の長寿命化工事をはじめ、老朽化している橋梁や道路の
改修工事、さらには消雪施設の整備など、市民生活において必要不可欠
な事業は計画的に実施し、その財源として財政優遇措置のある合併特例
事業債を最大限、有効に活用し、将来負担の軽減に努める。また、合併特
例事業債の発行期限である令和6年度を見据えて、前倒しできるものは積
極的に事業実施していく必要があるが、財政の硬直化を避け弾力的な財
政運営を図るため、借入金額が元金償還金額を超えることがないよう、行
財政改革を着実に進め、市債残高の圧縮に努める。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　市債残高を圧縮する。

年度別計画

① 市債残高の圧縮

もたらす効果
　人口減少や社会保障費の増加などに伴い、今後さらに厳しい財政運営
が予測される中、持続可能な財政運営を図る。

取組項目 市債残高の圧縮

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体

全部局
 ① 選択と集中の更なる徹底

37



　財政の硬直化を避け弾力的な財政運営を図るため、借入金額が元金償還金額を超えることがないよう、
行財政改革を着実に進め、市債残高の圧縮に取り組む。

令和3年度実績報告

実績内容

　市債の発行額および元金償還額
　　発　 行 　額 ： 2,619,311千円
　　元金償還額 ： 3,296,658千円

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 市債の発行額より元金償還額が上回った。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　財政の硬直化を避け弾力的な財政運営を図るため、借入金額が元金償還金額を超えることがないよう、
行財政改革を着実に進め、市債残高の圧縮に取り組む。

令和4年度実績報告

実績内容

　市債の発行額および元金償還額
　　発　 行 　額 ： 2,717,277千円
　　元金償還額 ： 3,386,041千円

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 市債の発行額より元金償還額が上回った。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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17 担当部課 土木課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画 完了

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2 ― ―

実績 0

計画 30 ― ―

実績 29

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

―
 ② 公共施設の適正管理と再編

取組項目
投資的経費の見直し（橋梁点検の直営
化）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5）

　橋梁点検については、経費削減ならびに職員の技術力向上の観点から、簡易な
橋梁について毎年30橋程度を職員が点検し、本年度で5年目となる。これにより5
年毎に行う橋梁点検を一サイクル直営化することができ、経費削減ならびに職員
の技術力の向上について、一定の効果を得ることができる見込みである。しかしな
がら近年の技術職員の不足により、他の工事発注・施工管理などの技術的業務を
圧迫していること、また、橋梁点検実施にかかる経費ついて補助金制度が創設さ
れ現在は補助財源を安定的に確保することが可能となっていることから、令和5年
度をもって橋梁点検の直営化の取り組みを完了する。

もたらす効果
　直営点検により、橋梁補修に関する職員の技術力の向上と委託経費の
削減が図れる一方、技術職員の不足により、点検・成果とりまとめ等の作
業に時間を要し職員の負担となっている。

到　達　目　標
（Ｒ5）

　令和5年度において橋梁直営点検N=30橋を実施し本取り組みを完了さ
せる。

年度別計画

① 橋梁直営点検

②
委託点検・直営点検
の費用対効果等検証

指標（単位） Ｒ5

① 研修会への参加（人）
1

② 直営点検の実施（橋）
30

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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　これまで、研修会や工事経験を経て、点検に関する技術を習得し、直営点検を実施してきたが、技術職員の不足に
より、点検・成果とりまとめ等の作業に時間を要する状況となっている。
　一方、委託点検については、従来、交付金事業であったが、令和2年度から創設された、道路メンテナンス事業補助
金（内示率9割以上）の対象となっている。
　このことから、今後、委託点検・直営点検の費用対効果などを比較検証し、適切な業務体制となるよう検討を行うも
のとする。

令和4年度実績報告

実績内容

　直営点検橋梁数　29橋
　研修会参加人数　0人（コロナ禍のため研修会が開催されなかった。）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 計画どおり実施した。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　直営点検を実施するためには、橋梁補修に関して一定の知識・経験が必要となる。研修会や工事経験を
経て、橋梁点検に関する技術を習得することで、直営点検が可能となるが、技術職員の不足により、点検・
成果とりまとめ等の作業に時間を要する課題がある。このようなことを踏まえ、年間30橋程度の点検とす
る。

令和3年度実績報告

実績内容

　直営点検橋梁数　33橋
　研修会参加人数　0人（コロナ禍のため研修会が開催されなかった。）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
計画通り実施した。
（なお、1橋については現場精査により委託業務
による調査に変更した。）指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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18 担当部課 土木課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2 1 1

実績 0.5

計画 3 3 3

実績 1.7

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②
道路改良事業の

予算平準化（億円）
3

③

指標（単位） Ｒ5

①
橋梁長寿命化事業の
予算平準化（億円）

1

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　平成31年度までとされてきた合併特例債の発行期限に併せ公共事業の
進捗を図っていたが、その発行期限が令和6年まで延長されたことから、
今後、特例債期限まで、安定的な事務量・工事量となるよう公共事業の平
準化を行う。
　また、合併特例債の発行期限以降の財源確保についても検討を行う。

もたらす効果

　安定した財政計画を確立できることに加え、将来における起債償還額等
の負担も平準化が行える。
　また、公共事業を安定的に供給することができるため、市内建設業者等
に与える影響についても平準化することができる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　単年度における過度の財政負担とならないよう公共事業を計画的に実
施する。
　（橋梁長寿命化事業　上限額2億円程度）
　（道路改良事業　　　　上限額3億円程度）

年度別計画

①
橋梁長寿命化事業計画の

見直し（平準化）

②
道路改良事業計画の

見直し（平準化）

―
 ② 公共施設の適正管理と再編

取組項目
投資的経費の見直し（公共事業の平準
化による計画的な推進）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体

41



【橋梁長寿命化事業】
　1巡目点検（H26～H30）で要補修の判定となった橋梁については、令和4年度の補修工事（1橋）で対策を終えること
となる。なお、2巡目の定期点検も始まっており、1巡目と比較すると、補修工事も小数になると考えられるが、今後も引
き続き、定期点検・補修工事に係る経費が必要となる。（道路メンテナンス事業補助金の対象）
【道路改良事業】
　対象路線の選定は、高島市道路整備プログラムを基に実施している。このプログラムは、10年間の計画で、中間年
（5年）には、見直しを実施しており、令和4年度がその中間年となる。
　今後においても、道路整備プログラムの上位ランク路線より、財源等を確保しながら計画的に整備を進める。

令和3年度実績報告

実績内容

　【橋梁長寿命化事業】
　　・橋梁点検業務　1業務（111橋）
　　・橋梁補修設計　0橋
　　・橋梁補修工事　9橋（※繰越1橋）
　【道路改良事業】
　　・道路改良工事　7路線（弘川深清水線、保坂杉山線、想い出の森線、地方創生（中庄大沼浜線、
                                  深清水湖岸線、湖岸線、マキノ浜線）)（※繰越3路線）
　　・道路改良設計　3路線（蛭口国道取付線、寺久保石庭線、大塚南市線）（※繰越1路線）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 指標としている計画の総事業費以内であったため。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

【橋梁長寿命化事業】
　1巡目点検（H26～H30）で要補修の判定となった橋梁については、令和4年度の補修工事（1橋）で対策を終えること
となる。なお、2巡目の定期点検も始まっており、1巡目と比較すると、補修工事も小数になると考えられるが、今後も引
き続き、定期点検・補修工事に係る経費が必要となる。（道路メンテナンス事業補助金の対象）
【道路改良事業】
　対象路線の選定は、高島市道路整備プログラムを基に実施している。このプログラムの計画期間は10年間であり、
中間年（5年目）には、見直しを実施している。令和４年度は、その中間年にあたることから見直しを行った。
　今後においても、道路整備プログラムの上位ランク路線より、財源等を確保しながら計画的に整備を進める。

令和4年度実績報告

実績内容

　【橋梁長寿命化事業】
　　・橋梁点検業務　1業務（136橋）
　　・橋梁補修設計　0橋
　　・橋梁補修工事　4橋
　　　　（薬師1号橋、藁園学校前線無名橋1号、下弘部饗庭野線無名橋1号、森本1号橋）
　【道路改良事業】
　　・道路改良工事　6路線（保坂杉山線、想い出の森線、大塚南市線、地方創生（蛭口国道取付線、
                                  湖岸線、マキノ浜線）)（※繰越1路線）
　　・道路改良設計　2路線（寺久保石庭線、梅原線）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 指標としている計画の総事業費以内であったため。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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19 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1 未定 未定

実績 1

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③

指標（単位） Ｒ5

①
老朽建物の解体工事

（施設数）
1

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　平成29年に策定した公共施設再編計画に基づき、全庁的な検討により
除却が決定した公共施設について、その維持管理経費や老朽化の状態
を考慮しながら土地の処分見込みや利用計画の有無などを検討し、計画
的な除却を進める。

もたらす効果

　用途廃止した施設については、老朽化が進むと使用に耐えられなくなる
ほか、安全面からも解体することが適当であり、解体することにより維持管
理経費が削減できる。
　また、跡地を売却し収入を得ることができる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　不要となった施設を計画的に除却（解体）する。

年度別計画

① 解体設計の発注

② 解体工事の発注

全部局
 ② 公共施設の適正管理と再編

取組項目
公共施設再編への取組み（用途廃止施
設の除却管理）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体
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　除却が決定した公共施設についてその後の利用計画等を検討したうえで計画的な除却を進める。

令和3年度実績報告

実績内容

　1施設の解体工事を行った。
　○今津浜分巻糸加工共同作業場

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 指標計画どおり、老朽建物の解体を完了できたため。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　除却が決定した公共施設についてその後の利用計画等を検討したうえで計画的な除却を進める。

令和4年度実績報告

実績内容

　1施設の解体工事を行った。
　○萩の浜市有地空家

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 指標計画どおり、老朽建物の解体を完了できたため。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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20 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1 1 1

実績 1

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

施設所管課
 ② 公共施設の適正管理と再編

取組項目
公共施設再編への取組み（公共施設再
編の推進）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）歳出の見直し 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　「高島市公共施設再編計画」（H29策定）を着実に推進していくためには、
時間に余裕を持って再編の合意形成を得ていく必要がある。これまで地
域に密着した公共施設を中心に再編に取り組んできたが、今後は譲渡や
廃止のみならず施設利用の効率化や将来利用需要を考慮しながら、同
種・類似施設の集約化や異なる機能の複合化を含め、令和6年度末の目
標「延床面積比10％削減」の達成に向けて施設所管課と連携しながら取り
組んでいく。

　令和5年3月末の実績：延床面積6.65％削減

もたらす効果
　施設の廃止による面積の削減だけでなく、機能集約化や複合化により行
政サービスの低下を最小限度に留める、あるいは利便性向上を図ることも
可能である。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　令和6年度末には、平成26年度対比で延床面積を10％削減する。

年度別計画

①
公共施設再編に係る

進捗状況調査

②

指標（単位） Ｒ5

①
公共施設再編に係る
進捗状況調査（回）

1

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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　継続して施設再編に取り組み、令和6年度末10％削減の目標達成に向けて着実に再編を進めていく。

令和4年度実績報告

実績内容

　令和6年度末10％削減の目標達成に向けて庁内横断的に再編に取り組むため、行財政改革推進本部会
議を開催し、進捗状況の共有を行った。
　各課ヒアリングを行い、個別施設の再編について進捗状況を把握した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画と実績内容のとおり、更なる施設の再編
に取り組んだ。年度別計画

次年度以降の取組内容

　継続して施設再編に取り組み、令和6年度末10％削減の目標達成に向けて着実に再編を進めていく。

令和3年度実績報告

実績内容

　令和6年度末10％削減の目標達成に向けて庁内横断的に再編に取り組むため、行財政改革推進本部会
議を開催し、進捗状況の共有を行った。
　各課ヒアリングを行い、個別施設の再編について進捗状況を把握した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画と実績内容のとおり、更なる施設の再編
に取り組んだ。年度別計画

次年度以降の取組内容
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21 担当部課 保険年金課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 黒字 黒字 黒字

実績 黒字

計画 5 5 5

実績 5

計画 214,927 ― ―

実績 439,041

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

税務課
納税課
健康推進課 ➀ 特別会計

取組項目 国民健康保険事業の安定運営

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）経営の健全化 関係部課
団体

年度別計画

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　財政健全化の取組みにより、赤字が解消し経営の安定化が図れてい
る。
　今後は、さらに経営の安定化を図るために、広域化による保険料水準の
統一に向けた運営に取り組む。

もたらす効果
　国保財政の安定化は今後も進展する高齢化と医療費の増加に備えるこ
とが出来る。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　安定経営に努めつつ広域化の協議を進め、令和7年度以降の保険料水
準統一を目指す。

①
保険料水準の統一に向け

た協議・検討

②

③

指標（単位） Ｒ5

① 黒字経営の継続（黒・赤）
黒字

②
市町連携会議で
協議・検討（回）

5

③ 給付基金残高
358,339

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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実績内容

　令和3年度の実質収支は黒字となり、昨年度に引き続き不測の事態による財源不足に対応するための保
険給付基金に積立を行った。（R3年度前年度余剰金積立額　70,981千円　基金総額 361,231千円の見込
み）
　さらに令和3年度決算において約34,000千円の剰余金が見込まれる。
　市町連携会議に参加し、保険料水準の統一に向けた協議・検討を行った。

指標

　更なる経営の安定のため、保険料水準の統一をを目指し協議を進める。
①保険料水準の統一に向けた取り組み（第3期運営方針の骨子を作成する。）
②令和5年度の納付金等算定にかかる検討（剰余金の活用など）
③その他

今年度の課題・次年度以降の取組内容

令和4年度実績報告

実績内容

　令和4年度の実質収支は黒字となり、昨年度に引き続き不測の事態による財源不足に対応するための保
険給付基金に積立を行った。（R4年度前年度余剰金積立額　77,815千円　基金総額 439,041千円の見込
み）
　さらに令和4年度決算において約72,552千円の剰余金が見込まれる。
　市町連携会議に参加し、保険料水準の統一に向けた協議・検討を行った。

指標

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 年度計画どおり黒字で推移している。

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　更なる経営の安定のため、保険料水準の統一をを目指し協議を進める。
①保険料水準の統一に向けた取り組み（第3期運営方針の骨子を作成する。）
②令和6年度の納付金等算定にかかる検討（剰余金の活用など）
③その他

評価判断基準
Ｂ（目標どおり達成） 年度計画どおり黒字で推移している。

Ｒ3
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22 担当部課 介護保険課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 99.4 99.4 99.4

実績 99.5

計画 4,243 5,600 5,710

実績 5,530

計画 ▲ 100,000 ▲ 50,000 ▲ 156,000

実績 49,218

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1,460 1,460 1,460

実績 149,218

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
基金取崩額の減少

（計画と実績の差額）
1,460

② 介護給付費通知（件）
4,370

③ 介護給付基金積立額
▲ 157,125

指標（単位） Ｒ5

①
介護保険料

収納率（現年分）（％）
99.4

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　介護が必要な状態にあっても、住み慣れた地域で自分らしく暮らせるよ
う、医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体的に提供できる地域包括ケ
アシステムの構築を推進する。
　また、介護保険事業の安定した財政運営を行うため、電話催促や徴収
訪問、催告書送付による保険料の徴収強化や介護給付の適正化事業に
取り組む。

もたらす効果
　介護保険料の徴収強化による歳入の確保、介護給付の適正化により、
介護保険料の上昇の抑制が可能である。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　介護保険料収納率の向上および介護給付の適正化により、基金積立の
取崩しを抑制し、事業の安定的な運営を目指す。

年度別計画

① 介護保険料収納率（現年分）

② 介護給付費通知

―
 ① 特別会計

取組項目 介護保険事業の運営健全化

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）経営の健全化 関係部課
団体
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　現状課題なし。

令和3年度実績報告

実績内容

　納付催告の発送（延べ205人に発送）により滞納解消に取り組んだ。
　保険料徴収率：現年 99.5％
　介護サービス受給者への介護給付費通知を実施した(5,546通）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ａ（目標以上に達成）
①②は計画値を上回り、③については基金を取り崩
す予定であったが基金を造成したため。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　現状課題なし。

令和4年度実績報告

実績内容

　納付催告の発送（延べ196人に発送）により滞納解消に取り組んだ。
　保険料徴収率：現年 99.5％
　介護サービス受給者への介護給付費通知を実施した(5,530通）
　当初、基金を取り崩す予定であったが基金を造成できた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ａ（目標以上に達成）
介護保険料収納率および介護給付費通知は計画値
を上回り、健全化に寄与したため。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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23 担当部課 介護保険課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 8 7 7

実績 8

計画 ― 2,400 2,400

実績 ―

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 ― 1,800 1,800

実績 ―

計画 ― 1,190 1,190

実績 ―

計画

実績

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　現在、要介護・要支援認定申請の受付後、8名の認定調査員が自宅を訪
問し、心身の状態を確認するために必要な70項目の「認定調査票」をもと
にご本人やご家族から聞き取り調査を行っている。
①在宅調査員の活用
　年度によって調査件数にバラツキがあることから、調査件数に応じて雇
　用する在宅調査員の活用で業務の効率化・人件費の削減を図る。
②タブレット端末の導入
　70項目にも及ぶ「認定調査票」の確認・登録業務にタブレット端末を導
　入することで業務効率化を図る。

もたらす効果

①調査件数に応じた在宅調査員の活用により、人件費の削減が図れる。
②タブレット端末を活用することにより、調査項目および特記事項を効率
　的にデータを登録することができ、認定調査後、市役所でのパソコン入
　力が不要になり、認定担当職員の業務軽減にもつながる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　認定調査における在宅調査員の活用と、タブレット端末の導入での業務
効率化によって会計年度任用職員を削減する。

年度別計画

①
在宅調査員設置に向けての

検討協議（Ｒ5から設置）

②
タブレット端末導入に向けて
の検討協議（Ｒ5から導入）

―
 ① 特別会計

取組項目 介護認定調査業務の見直し

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）経営の健全化 関係部課
団体

指標（単位） Ｒ5

①
会計年度任用職員の
体制見直し（職員数）

8

②
タブレット端末導入による

削減効果（時間）
―

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
在宅調査員の活用による

人件費削減効果
―

②
タブレット端末導入による削減効果
×人件費（1時間あたりの平均単価）

―

③
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評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 指標どおり達成
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

令和4年度実績報告

実績内容

　認定調査員の要介護認定調査業務の効率化を図るため、認定調査員で調査システムの仕様や実施す
る場合の機器について意見交換を行った。
　システム開発事業所による説明会を実施し、ノートパソコンを使ったデモや、データ受渡の方法、タブレッ
ト端末かノートパソコンかどちらの方が効率的であるかなどについての説明を受けた。
　また、ノートパソコンによる見積もり徴収を行った。

達成状況

年度評価 評価理由

　要介護・要支援認定者が増加する中、認定調査員の訪問調査は、訪問先で筆記により実施した後、事務
所で筆記内容をシステムに入力するという非効率な事務処理となっている。
　このことから、タブレット端末等を導入して認定調査員の事務負担を軽減するため、システム等の選定お
よび見積もり徴取を実施する。

令和3年度実績報告

実績内容

　認定調査員の要介護認定調査業務の効率化を図るため、タブレット端末や調査システムの仕様を検討し
た。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
タブレット端末等の仕様は検討する等計画どおり実施
できたため指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　デモにおいて、認定調査時のデータ入力は調査場所や調査方法により難しいことが分かった。しかし、持
ち歩きができる端末を利用することで、調査終了後に車内ですぐに調査結果を入力することができたり、調
査場所へ移動の間にも入力できるなど、事務処理の効率化が図れることが分かった。
　令和6年度の導入に向け、システム等の選定を行うとともに、情報政策課と協議を行いながら情報化推進
委員会にかけていくこととする。
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24 担当部課 上下水道課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1 1 ―

実績 1

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 6,884 6,884 6,884

実績 6,884

計画 370 740 740

実績 617

計画 ― 999 1,998

実績 ―

①
統廃合による削減効果×水質検

査、電気料金、薬品代（新旭東部）

6,884

②
統廃合による削減効果×水質検
査、電気料金、薬品代（上開田）

740

③
統廃合による削減効果×水質検

査、電気料金、薬品代（広瀬南部）

―

②

効果額見込み（千円） Ｒ5

指標（単位） Ｒ5

① 水道施設の統廃合（施設）
―

④
広瀬南部配水区域と安曇川

配水区域の切替作業

⑤ 広瀬北部送水管新設詳細設計

⑥ 広瀬北部送水管布設工事

③
広瀬南部地区水道施設送水ポンプ場

新設工事および送水管布設工事

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　平成30年度に、将来にわたり健全かつ安定的な水道事業の運営を持続
していくため、今後の給水人口や水需要の動向を見据えたうえで、計画的
な施設の改修や耐震化、統廃合などの実施を定めた水道事業基本計画
を策定した。これに基づき水道事業を経営し、その安定化を図る。

もたらす効果

　各浄水場における施設規模と区域内給水人口の最適化を図ることによ
り、安定的に安全で安心な水道水の供給が行える。
　また、施設の状況や人口動態を的確に判断することにより、水道事業の
健全かつ安定的な事業運営の持続が可能となる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　広瀬南部地区水道施設について、令和4年度から施設の廃止に向けて、
送水ポンプ場新設詳細設計および送水管布設設計の後、送水ポンプ場新
設工事および送水管布設工事を行い、令和6年度に配水区域の切り替え
作業を行い、広瀬南部地区水道施設を廃止する。
　また、広瀬北部地区水道施設について、令和5年度から施設の廃止に向
けて、送水管新設詳細設計を行う。

年度別計画

①
上開田配水区域とマキノ中

央配水区域の切替作業

②
広瀬南部地区水道施設送水ポンプ場
新設詳細設計および送水管布設設計

―
 ② 地方公営企業会計

取組項目
水道事業基本計画の実施（小規模水道
施設の統廃合）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）経営の健全化 関係部課
団体
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今年度の課題・次年度以降の取組内容

　上開田地先配水管布設工事が完了したことから、マキノ中央配水区域とする切替作業を行い、本年度上
半期を目途に上開田浄水場および配水池を廃止する計画である。
　また、続いて広瀬南部配水区域を安曇川配水区域に統合するため、送水ポンプ場新設詳細設計および
送水管布設設計を行う。

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画どおり、設計業務および工事を実施でき
たため。年度別計画

達成状況

　令和3年度に統合のための工事を完了した上開田浄水場を廃止し、同区域をマキノ中部配水区域に統合
するための切り替えを実施した。
　また、広瀬南部浄水場を廃止し、同区域を安曇川配水区域に統合するため、送水管布設設計業務委託
等を行った。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画どおり、切替作業および設計業務を実施
できた。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　広瀬南部配水区域を安曇川配水区域に統合するため、送水ポンプ場新設工事および送水管布設工事を
行う。
　また、続いて広瀬北部配水区域を安曇川配水区域に統合するための送水管新設詳細設計を行う。

令和3年度実績報告

実績内容

　新旭東部地区浄水場を廃止し、同区域を新旭中西部配水区域に統合するための改良工事および配水区
域の切り替えを実施した。これにより、新旭地域は新旭中西部地区浄水場のみとなるため、新旭浄水場と
した。
　また、上開田浄水場を廃止し、同区域をマキノ中央配水区域に統合するため、配水管布設設計業務委託
および同工事を行った。

実績内容

令和4年度実績報告
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25 担当部課 上下水道課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 99.44 99.38 99.39

実績 99.36

計画 21.26 20.63 20.64

実績 20.61

計画 22 22 42

実績 22

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 4,000 4,800 4,700

実績 4,418

計画 27,318 21,000 21,000

実績 21,338

計画

実績

―
 ② 地方公営企業会計

取組項目
水道事業の運営健全化
（収納率向上・外部委託の推進）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）経営の健全化 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　効率的な事業運営と経営コストの縮減を図るため、平成26年度から導入
している窓口業務、検針業務、賦課調定・収納業務、滞納整理業務、給水
停止措置に係る業務等の外部委託（高島市上下水道包括的業務委託）を
継続する。
　また、水道施設維持管理についても委託の検討を行う。

もたらす効果
　民間のノウハウにより、サービスや収納率の向上が期待できる。
　また、水道施設の維持管理については、水道技能員の高齢化への対応
策となり、給水の安定性の確保が期待できる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　水道料金の収納率を向上させる。
　（前年度目標・実績に対して毎年0.01％の向上）
　水道施設維持管理の一部を外部委託することにより、市の実情に応じた
体制の構築を進める。また、水道施設維持管理については、民間委託等
の内容検討を行う。

年度別計画

①
上下水道包括的業務委託

の継続

②
水道施設の維持管理

業務委託

指標（単位） Ｒ5

① 収納率（現年度分）（％）
99.37

② 収納率（過年度分）（％）
20.62

③
水道施設維持管理業務委
託内容の検討（施設数）

22

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 収納未済額（現年度分）
4,900

②
収納未済額（過年度分）

※R4実績は不納欠損後の額

21,000

③
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　水道料金の収納率向上については、上下水道包括的業務委託の受託者との連携により取り組んでいる
中で、本年6月期分から改定後の水道料金を請求する。収入未済額が増大しないよう、連携を密にして徴
収業務に取り組みたい。
　また、水道施設の維持管理については、朽木地区の22施設において月2回の施設点検を中心とした維持
管理業務を発注しているが、高齢化する水道技能員の状況から、全水道施設を対象に民間委託等の内容
を検討し、進める必要がある。

令和4年度実績報告

実績内容

　月1回開催している受託業者との調整会議において、収納率向上のための情報共有等を行い進める中
で、現年度分、過年度分とも計画収納率を若干下回ったが、概ね達成することができた。
　水道施設の維持管理業務については、市内42施設のうち朽木地区の22施設について、昨年度から月1
回の定期巡回を月2回に増やしており、今年度も月2回により維持管理業務委託を発注した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
　現年度分、過年度分とも計画収納率を若干下回っ
たが、概ね達成することができた。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　上下水道包括的業務委託は、前年度に次期委託期間（令和4年度から8年度まで）における受託先を決
定し、現受託者により業務委託を継続することができた。
　また、水道施設の維持管理については、高齢化する水道技能員の代替として、民間委託等の内容検討
が必要となる。そうした中で、朽木地区水道施設維持管理業務については、前年度から施設点検回数を2
回／月に増やして実施しているが、対象施設数の増など更なる内容検討が必要である。

令和3年度実績報告

実績内容

　収納率向上にむけた受託業者との調整会議（月1回）で情報共有等を行い、現年度分は目標の収納率を
達成することができた。過年度分は目標の収納率に達さなかったものの、令和元年度の収納率を超えるこ
とができた。
　水道施設の維持管理業務については、市内43施設のうち朽木地区の22施設について、月1回の定期巡
回から月2回に回数を増やして維持管理業務委託を発注した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
　現年度分は目標の収納率を達成、過年度分は目標
の収納率に未達となったが、合計は前年度の収納率
を超えることができた。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

56



26 担当部課 上下水道課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1 1 1

実績 1

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 3,900 4,000 4,000

実績 4,000

計画 ― 3,900 3,900

実績 ―

計画 ― 3,900 3,900

実績 ―

計画 ― ― 3,900

実績 ― ―

計画

実績

③
農業集落排水施設の施設廃止による削減効
果×保守料、水質検査費、電気料金、薬品

代、汚泥引抜料（上開田地区）

―

―

④
農業集落排水施設の施設廃止による削減効
果×保守料、水質検査費、電気料金、薬品

代、汚泥引抜料（伊井地区）

―

―

⑤

①
農業集落排水施設の廃止による削減効果×
保守料、水質検査費、電気料金、薬品代、

汚泥引抜料（横山地区）

4,000

②
農業集落排水施設の施設廃止による削減効
果×保守料、水質検査費、電気料金、薬品

代、汚泥引抜料（武曽地区）

3,900

②

効果額見込み（千円） Ｒ5

④
伊井地区下水道
管渠築造工事

指標（単位） Ｒ5

①
農業集落排水施設を公共
下水道へ接続（施設数）

1

③
上開田地区下水道

管渠築造工事

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　下水道事業は、生活スタイルや社会情勢の変化等により、取り巻く経営
環境が大きく変化する中で人口減少による使用料収入の減少、施設の老
朽化、震災などの災害に対応するための施設の強靭化による費用の増大
が見込まれるため、下水道施設全体を中長期的視点に立って、計画的・
効率的に維持管理等を行い、経営の健全化を図る。

もたらす効果
　将来にわたって、市民の日常生活に欠くことができない重要なサービス
である下水道事業を持続的・安定的に行える。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　横山地区、武曽地区、上開田地区、伊井地区の各農業集落排水施設を
公共下水道へ接続し、維持管理費等の経常的経費の縮減を行う。

年度別計画

①
横山地区下水道
管渠築造工事

②
武曽地区下水道
管渠築造工事

―
 ② 地方公営企業会計

取組項目
下水道事業経営戦略の推進
（公共下水道への接続）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）経営の健全化 関係部課
団体
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今年度の課題・次年度以降の取組内容

　前年度に測量および設計業務を実施した、横山地区農業集落排水施設を公共下水道へ接続する。
　また、武曽地区農業集落排水施設の公共下水道への接続を行うため、測量および設計業務を行い、管
渠整備工事に着手する。

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画のとおり、管渠整備工事およびマンホー
ルポンプ設置工事を、次年度工事に向けた測量およ
び設計業務をそれぞれ実施できたため。年度別計画

達成状況

　横山地区農業集落排水施設を公共下水道へ接続するため、管渠築造工事およびマンホールポンプ設備
工事を実施した。
　また、令和6年度に上開田地区農業集落排水施設を公共下水道へ接続するための測量および設計業務
を行った。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
　年度別計画のとおり、管渠築造工事およびマンホー
ルポンプ設備工事を、次年度等の工事に向けた測量
および設計業務をそれぞれ実施できた。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　前年度に測量および設計業務を実施した、武曽地区農業集落排水施設を公共下水道へ接続する。
　また、伊井地区農業集落排水施設を公共下水道へ接続するための測量および設計業務を行う。

令和3年度実績報告

実績内容

　本年度は、広瀬南部地区農業集落排水施設を公共下水道へ接続するため、管渠整備工事およびマン
ホールポンプ設置工事を実施した。
　また、令和4年度に横山地区農業集落排水施設を公共下水道へ接続するための測量および設計業務を
行った。

実績内容

令和4年度実績報告
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27 担当部課 上下水道課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 82.96 84.26 84.27

実績 84.24

計画 92.00 92.35 92.36

実績 92.33

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 159,000 147,000 147,000

実績 146,095

計画 13,900 12,200 12,200

実績 13,089

計画

実績

―
 ② 地方公営企業会計

取組項目
下水道事業の運営健全化
（収納率向上）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）経営の健全化 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　効率的な事業運営と経営コストの縮減を図るため、平成26年度から導入
している窓口業務、検針業務、賦課調定・収納業務、滞納整理業務等の
外部委託  （高島市上下水道包括的業務委託）を継続する。

もたらす効果 　民間のノウハウにより、サービスや収納率の向上が期待できる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　下水道使用料の収納率を向上させる。
　（前年度目標・実績に対して毎年0.01％の向上。R4年度過年度分目標に
ついては、決算月の3月に収納が反映されない口座振替およびコンビニ収
納の金額が増えていることから、当年度現年度分の収納額が減少し、次
年度過年度分の調定額および収納額が増える見込みのため上方修正し、
92.00％とした。）

年度別計画

①
上下水道包括的業務委託

の継続

②

指標（単位） Ｒ5

① 収納率（現年度分）（％）
84.25

② 収納率（過年度分）（％）
92.34

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 収納未済額（現年度分）
147,000

②
収納未済額（過年度分）

※R4実績は不納欠損後の額

12,200

③
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　下水道使用料の収納率向上については、上下水道包括的業務委託の受託者との連携により取り組んで
いる中で、本年7月期分から水道水以外の汚水量の認定見直し後の下水道使用料を請求する。収入未済
額が増大しないよう、連携を密にして徴収業務に取り組みたい。

令和4年度実績報告

実績内容

　月1回開催している受託業者との調整会議において、収納率向上のための情報共有等を行い徴収を進
め、現年度分、過年度分とも計画収納率を上回ることができた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
　現年度分、過年度分とも計画収納率を上回ることが
できた。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　上下水道包括的業務委託は、前年度に次期委託期間（令和4年度から8年度まで）における受託先を決
定し、現受託者により業務委託を継続することができた。　引き続き、受託業者との情報共有等により、収
納率向上に努める。

令和3年度実績報告

実績内容

　収納率向上に向けた受託業者との調整会議（月1回）で情報共有等を行い、現年度分、過年度分ともに
目標の収納率を達成することができた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
　現年度分、過年度分ともに目標の収納率を達成す
ることができた。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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28 担当部課 経営統括課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 99.6 100.4 100.3

実績 110.8

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 ▲ 19,000 20,000 14,000

実績 586,719

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
経常収支

〔経常収益－経常費用〕
28,000

②

③

指標（単位） Ｒ5

①
経常収支比率（％）

〔経常収益÷経常費用〕
100.5

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　高島市民病院は、高島市民病院改革プランに基づき、地域医療の確保
や多様な患者ニーズに対応する社会的使命を果たすため、「地域医療構
想を踏まえた役割」「経営効率化」「再編・ネットワーク化」「経営形態の見
直し」の4つの視点に立った病院改革を推進し、地域医療を継続的に提供
できる病院体制を確立する。

もたらす効果
　病院経営の安定化により、救急・災害時医療や周産期・小児医療、へき
地医療などの政策的医療を継続的に確保することができ、市民が安心し
て暮らせる医療体制を構築することができる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　病院改革プランに基づく経営効率化に取り組み、経常収支の黒字化を
達成する。

年度別計画

①
病院改革プランに基づく

経営効率化

②

市民病院
 ② 地方公営企業会計

取組項目 病院改革プランの推進

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）経営の健全化 関係部課
団体
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　次年度（令和4年度）は、診療報酬改定の年であることから、新しい施設基準に取り組み診療報酬の増収
に努める。
　
　※感染対策向上加算１
     地域医療体制確保加算　など

令和3年度実績報告

実績内容

　新型コロナ感染症への対応を積極的に進め、発熱外来の検査枠を増やすなど、安心・安全の医療の提
供に取り組むことができた。
　また、所属長会議で毎月の業務指標を確認・共有し、病院全体で経営改善に取り組んだ。
　
　※経常収支比率：110.2％

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
　病院改革プランに基づく経営効率化に取り組み、地
域に必要な医療を提供することができた。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　次年度はコロナ禍後の通常医療体制への移行が急速に進むと予想されることから、患者動向に注視し
必要な医療を迅速に提供する。
　また、新たな「公立病院経営強化ガイドライン」に基づく市民病院経営強化プランを策定する。

令和4年度実績報告

実績内容

　新型コロナ感染症への対応と併せて、通常業務に支障が出ないよう安心・安全の医療の提供に取り組む
ことができた。
　また、所属長会議で毎月の業務指標を確認・共有し、病院全体で経営改善に取り組んだ。
　
　※経常収支比率：110.8％

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
　病院改革プランに基づく経営効率化に取り組み、地
域に必要な医療を提供することができた。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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29 担当部課 陽光の里

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 103.0 102.7 102.1

実績 98.9

計画 95.0 95.0 96.0

実績 92.0

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 14,309 13,276 10,196

実績 ▲ 5,503

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
経常収支

（経常収益－経常費用）
11,139

② ベッド稼働率（％）
95.0

③

指標（単位） Ｒ5

① 経常収支比率（％）
102.3

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　 改革プラン（計画期間R3～R7）に基づき、利用者の方が安心して利用で
きる良質な介護サービスの提供を図るため、法に定める在宅復帰施設と
して在宅強化型介護老人保健施設を目指す。
　 また、市民病院との事業統合による市民サービスの向上とともに、ス
ケールメリットを活かした事務の効率化等を図る。

もたらす効果
　 市民病院との連携強化により、ベッドの安定的稼働とともに良質な介護
サービスの提供に繋げられ、施設機能の有効活用と在宅復帰施設として
機能を含めて、経営の安定化が図れる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

   改革プランに基づく収益改善に取り組み、収支目標を達成する。

年度別計画

①
改革プランに基づく

収益改善

②

―
 ② 地方公営企業会計

取組項目 健全な経営基盤の確立

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）経営の健全化 関係部課
団体
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○R4年度から陽光の里に新設された管理部（部長、次長）が事業運営に積極的に関わり経営安定化に
　 取り組む。
○市民病院と業務委託の一元化を推進する。
○医薬品をはじめとする共同購入を推進する。

令和3年度実績報告

実績内容

　年度前半のベッド稼働率が低かったが、後半は取り戻すことができた。
　病院事務部と共同で例月会議を開催し稼働（経営）状況の確認や、課題解決に向けた方策を協議してき
た。
市民病院との連携強化による効果として、市民病院のベッドコントロール会議に参加することで入所者の
受入調整がスピーディーに行えた。
【令和3年度ベッド稼働率 90.3％】
 04月 86.8％、05月 80.7％、06月 79.5％、07月 84.1％、08月 88.9％、09月 88.1％、
 10月 87.2％、11月 96.5％、12月 97.8％、01月 98.6％、02月 98.3％、03月 97.0％

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｃ（目標より遅れている） ベッド稼働率の低下により収益が悪化した。
年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

○昨年度から陽光の里に新設された管理部（部長、次長）が事業運営に、引き続き積極的に関わり
　 経営安定化に取り組む。
○市民病院と業務委託の一元化を推進する。
○医薬品をはじめとする共同購入を推進する。

令和4年度実績報告

実績内容

　年度当初から令和3年度と比較して3～4％高い稼働率で推移し、1月には累計92％の稼働率とし令和4年
度においては93％超の稼働率を見込んでいましたが、1月からの新型コロナ感染症のクラスターによる受
け入れできなかったこと等が稼働率に影響し、年間では低い稼働率となった。
　病院事務部と共同で例月会議を開催し稼働（経営）状況の確認や、課題解決に向けた方策を協議してき
た。
市民病院との連携強化による効果として、市民病院のベッドコントロール会議に参加することで入所者の
受入調整がスピーディーに行えた。
【令和4年度ベッド稼働率 92.0％】
 04月 91.3％、05月 85.1％、06月 86.6％、07月 92.3％、08月 91.5％、09月 88.4％、
 10月 92.9％、11月 94.1％、12月 97.8％、01月 98.0％、02月 94.7％、03月 90.9％

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
計画目標にはあと少し届かなかったものの、前年度
のベッド稼働率・経常収支比率から改善することがで
きた。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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30 担当部課 人事課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 ▲ 10 ▲ 5 ▲ 5

実績 17.3

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 6,600 3,200 3,000

実績 ▲10,133

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 時間外勤務手当額の削減
3,400

②

③

指標（単位） Ｒ5

① 時間外勤務手当（％）
▲ 5

③
次長会議等を通じて所属長
マネジメント等の周知徹底

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　平成31年4月より働き方改革関連法の施行により、規則で時間外勤務の
上限を定められたことを踏まえ、業務改善や状況に応じた応援体制づくり
の推進、所属長による勤務命令の適正な執行管理の徹底に取り組むほ
か、単に長時間、時間外勤務の縮減のみを目指すのではなく、限られた
時間の中でいかに労働生産性を高めていくことができるかといった、働き
方改革の推進にあたっての課題抽出を行い、具体的施策の展開を図る。

もたらす効果
　職員の時間外勤務を縮減することにより、時間外勤務手当の縮減、職員
の健康管理やワークライフバランスの実現、電力使用費の抑制等の効果
が図れる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　時間外勤務手当を前年度実績対比5％縮減する。
　　（災害・選挙等・消防・病院事業を除く）

年度別計画

① ノー残業デーの徹底

② 全庁完全消灯日の実施

全部局
 ➀ マネジメント体制の強化

取組項目 時間外勤務手当の削減

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）執行体制の見直し 関係部課
団体
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　仕事と家庭の調和をさらに進めるため、職場全体で子育て両立支援等について理解を深めるとともに、
所属長はその推進に必要なマネジメント能力を高める必要がある。

令和3年度実績報告

実績内容

　所属長による業務の調整や勤務管理等のマネジメントの実施、マネジメントチェックシートの作成、ノー残
業デーや全庁完全消灯日の実施に加えて、令和3年10月の宿直業務の業務委託開始を契機として、庁舎
内の入退出管理の徹底や職員の更なる早期退庁を促したことから、9.1％削減できた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 各所属長のマネジメントにより改善が図れた。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　仕事と家庭の調和をさらに進めるため、職場全体で子育て両立支援等について理解を深めるとともに、
所属長はその推進に必要なマネジメント能力を高める必要があり、これまで以上に業務の調整、勤怠管理
の徹底に努める。

令和4年度実績報告

実績内容

　所属長による業務の調整および勤怠管理等のマネジメント強化、職員の健康管理の観点から週休日の
振替・代休日確保の調整、また、これまでの時間外勤務における勤怠管理に加え、管理職を含む全職員
の在庁時間を確認できるツールを活用し、適正な勤務時間の管理を促しているが、新型コロナウィルス感
染防止対策から中止となっていた事業が再開したことにより、対前年度比17.3％の増加となったが、コロナ
前のR1実績対比で時間外勤務手当は削減できている。
※時間外勤務手当　R1対比　7.8％削減

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 各所属長のマネジメント強化が図れている。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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31 担当部課 人事課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 480 485 481

実績 480※R4.4.1時点

計画 2 2 2

実績 2

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

② 部局長ヒアリング（回数）
2

③

③
部局長ヒアリング
人事評価の実施

指標（単位） Ｒ5

① 職員数適正化計画（人）
480

478※R5.4.1時点

年度別計画

① 職員数適正化計画の改訂
必要に応じて見直し(R4改訂）

② 職員数適正化計画の推進

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　本市が目指す将来像の実現に向けて、限られた財源の中で計画的な職
員採用を行いながら、効率的かつ効果的な執行体制を目指した組織機構
および事務事業の見直し、外部委託の推進等の取組みを進め、職員数適
正化計画に定めた目標の達成に努める。さらに、会計年度任用職員制
度、定年延長制度等の公務員制度改革や働き方改革といった社会情勢を
踏まえ、会計年度任用職員を含む市役所全体の職員数の適正規模を見
極め、適正配置に努める。

もたらす効果
　正規職員と会計年度任用職員を合わせた適正な組織体制・人員配置に
より、効率的かつ効果的な行政運営が図れる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　正規職員は職員数適正化計画に基づき、また会計年度任用職員は職
の必要性を十分吟味した上で、適正な人員配置を行うとともに、部局長ヒ
アリングや人事評価を踏まえて、効率的かつ効果的な組織機構の構築を
図る。

全部局
 ② 人員体制の適正化

取組項目 職員数適正化計画の推進と組織改革

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）執行体制の見直し 関係部課
団体
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　職員数適正化計画に基づく目標職員数を前倒しで達成したところではあるが、職員採用面では人材確保
の面で課題がみえたところである。
　また、令和4年度中には定年延長制度の導入を予定していることや、職員の世代間バランスの均衡を図
る必要があることなどから、これらを踏まえて同計画の見直しを行うこととし、来年度の当初予算編成方針
に反映できるよう改訂作業を進める。

令和3年度実績報告

実績内容

　昨年度の職員採用は、職員数適正化計画に基づき3人を削減目標として実施したところであるが、専門
職を中心に応募が少なく募集人数を確保できなかったことや、当初の想定を上回る早期退職があったこと
などから、同計画の令和8年4月1日の目標職員数である480人を前倒しで達成する結果となった。
　また、会計年度任用職員を含めた職員配置については、限られた人員で効率的かつ効果的な行政運営
が図れるよう、各職種の必要性を部局長ヒアリング等で精査した上で、人事評価を踏まえて適正な人員配
置に努めた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ａ（目標以上に達成）
職員数適正化計画の目標職員数である480人を前倒
しにより達成したため指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　定年引上げ期間中は、定年延長者が2年に一度しか生じないことを踏まえたうえで、今後、円滑かつ安定
的な行政運営を進めるにあたり、長期的な視点での年齢構成が均衡となるよう計画的な採用に努める。

令和4年度実績報告

実績内容

　職員適正化計画に基づく目標職員数を前倒しで達成したこと、国から定年引上げに伴う定員管理に関す
る基本的な考え方が示されたことを踏まえ、改訂を行った。
　職員の採用および退職者の状況は、定年、勧奨、自己都合を含めた退職者が27名となったが、同数の27
名を新規採用とすることができたが、病院事業への異動者を含めると令和5年4月の目標職員数の2人減
の状況となっている。
　限られた人員で効果的かつ効率的な行政運営が図れるよう、また各職種の必要性を部局長とヒアリング
を行い、精査したうえで、適正な人員配置に努めた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
職員採用について、適正化計画に基づき定年退職者
を補充することを基本に募集を行った結果、目標値を
概ね達成できたため指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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32 担当部課 情報政策課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 65 140 150

実績 126

計画 130 280 300

実績 492

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 214 462 495

実績 812

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 会議録作成の経費削減
429

② 会議録作成時間の短縮（h）
260

③

指標（単位） Ｒ5

① システムの利用回数（回）
130

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　庁内の各種会議等では、その要旨を記録保存するため会議録を作成し
ているが、録音データを聴きながら発言内容を文字起こし（テキスト化）す
る作業は、職員の大きな負担となっている。
　職員の事務負担を軽減し、速やかな会議録の作成を支援するためシス
テム化を図るものである。

もたらす効果
　ＡＩ（人工知能）等を活用した録音データのテキスト化支援により、職員は
誤字脱字の編集や要点の整理などに注力することができるようになり、事
務負担の軽減と会議録作成時間の短縮が期待できる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　令和4年度下半期から会議録作成システムの運用を開始する。
　職員人件費の削減額とシステムの利用料が相殺できる額を導入から1
～2年の目標とし、3年目には人件費の削減効果がシステムの利用料を上
回るように設定している。

年度別計画

① 会議録作成システムの導入

②

全部局
 ① 電子化の推進

取組項目 会議録作成の効率化

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）ICT推進を活用した業務改善 関係部課
団体
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令和3年度実績報告

実績内容

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　システム利用により大幅な効果があることが確認できたが、部局により利用頻度に差があるため、継続し
て利用拡大の啓発を行う必要がある。

令和4年度実績報告

実績内容

　7月から運用開始
　利用回数　126回　システム利用時間　246時間

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ａ（目標以上に達成）
利用回数が計画の約2倍になり、利用時間も平均2時
間の利用となり、大幅に実績が増加した。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

令和4年度からの新規取組項目につき、

今後、過年度分の実績を掲載

令和4年度作成時については空白
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33 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画 ― ―

実績 ― ―

計画 ― ―

実績 ― ―

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2 2 2

実績 5

計画 1 1 1

実績 ▲ 5.5

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 219 223 225

実績 ▲ 1,324

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
パフォーマンスチャージ料の

削減
221

②
パフォーマンスチャージ料の

削減（％）
1

③

指標（単位） Ｒ5

①
グループウェアでの

周知（回数）
2

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　令和元年6月に閣議決定された「成長戦略フォローアップ」では「地方公
共団体における全ての手続の原則電子化・ペーパーレス化を実現する」と
示されており、印刷関連コストの削減に向けた取り組みの一つとして、
ペーパーレス会議を推進する。

もたらす効果

○資料印刷・製本作業等のコスト削減
○パフォーマンスチャージ料の削減　※
○資料検索効率の向上
○電子決裁の本格導入に向けた職員の習熟度向上

※パフォーマンスチャージ料
…コピー枚数に比例して発生する機械保守サービス料金

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　前年度対比でパフォーマンスチャージ料を1％削減する。

年度別計画

① グループウェアでの周知

②
パフォーマンスチャージ料の

削減

全部局
 ① 電子化の推進

取組項目 ペーパーレス会議の推進

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）ＩＣＴを活用した業務改善 関係部課
団体
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　令和3年12月から令和4年2月までの電子決裁率が約52％となり、当初スケジュールに対して上回る結果
となっている。令和4年度が取組推進の最終年度であるので、ペーパーレス化やモノクロでの資料作成を
意識するように、周知等で職員意識の向上に継続して取り組む。

令和3年度実績報告

実績内容

　令和3年度開催の次長会議や行財政改革推進本部会議では、各課に協力いただきペ－パレス会議で実
施した。そのおかげで印刷枚数のうち、モノクロ＠1.3円が6,042千枚（R2対比▲752千枚）の削減ができた。
一方で、単価の高いカラーコピー＠14.0円が1,005千枚（R2対比+243千枚）の増となっているため、パフォー
マンスチャージ料の実績は増額となってしまった。

印刷枚数　R2　7,557千枚、　R3　7,048千枚（▲509千枚、▲6.7％）
パフォーマンスチャージ料実績　R2　21,447千円、　R3　24,121千円（2,674千円、12.5％増）

達　成　状　況

年　度　評　価 評　価　理　由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画と実績内容のとおり、ペーパーレス化の
意識づけに取り組んだ。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　印刷枚数実績を毎月インフォメーションするほかに印刷枚数が異常に多い職員については声かけをする
など職員のペーパレス化意識をさらに醸成するために今後も継続して取り組んでいく。

令和4年度実績報告

実　績　内　容

　前年度に引き続き次長会議や行財政改革推進本部会議では、各課に協力いただきペ－パレス会議で実
施した。また、年度別計画での想定以上にインフォメーションで印刷枚数の削減について依頼周知した。そ
の一方で、コロナ禍が明け事業が再開されたことで、前年度対比で印刷枚数が増え、パフォーマンス
チャージ料の実績は増額となってしまったが、コロナ前のR1実績対比で印刷総枚数は削減できている。

本庁印刷枚数　R3　7,048千枚、　R4　7,231千枚（183千枚、2.6％増）
パフォーマンスチャージ料実績　R3　24,121千円、　R4　25,445千円（1,324千円、5.5％増）
※R1本庁印刷枚数　7,905千枚（R1-R4対比▲674千枚、8.5％削減）

達　成　状　況

年　度　評　価 評　価　理　由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画での想定以上にインフォメーションで印刷
枚数の削減について依頼周知したため。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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34 担当部課
社会教育課
市民スポーツ
課　市民会館

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 4

実績 3

計画 ―

実績 2

計画 2

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

各施設所管
課 ① 電子化の推進

取組項目 社会教育施設等の利用予約のオンライン化

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）ＩＣＴを活用した業務改善 関係部課
団体

③ システム運用開始

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　現在、市が管理する社会教育施設等の利用予約は、各施設の窓口で申
請用紙を受け付けている。令和7年3月末までに各施設の利用者がスマー
トフォン等を用いて施設の空き状況の確認、予約の登録等ができるように
検討する。

もたらす効果
　社会教育施設等の利用情報が一元化されることで、施設の予約や案内
がスムーズになるとともに、施設利用率の向上が期待できる。また、利用
予約に携わる職員の業務効率が向上する。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　令和7年3月末までに電子申請できるようにする。

年度別計画

①
利用状況調査・システム導

入協議

②
プロポーザルの実施と

導入作業

指標（単位） Ｒ5

①
利用状況調査・システム導

入協議（回数）
3

②
デモンストレーション（操作）

の実施（回数）
2

③ 操作研修（回数）

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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　公共施設予約システムの導入にあたり、各施設における運用上の課題を抽出するとともに課題解決に向
け、操作確認ができるデモンストレーションを開催し、仕様内容や機能要件等を協議、決定する。
　
　・情報政策課、ＩＣＴアドバイザーのチェック 　　　（DXアクションプラン施策記入シート等）
　・DX推進プロジェクトチーム会議協議　　 　　　　（9月末まで）
　・情報化推進委員会での審査・承認　　　　　　　（10月中旬まで）
　･課題対応市長協議（下半期）案件説明         （11月上旬）

令和4年度実績報告

実績内容

○システム導入にかかる概算経費調査
  各施設の部屋数と端末数の確認調査による導入費用とランニングコストの概算
  関係課長による協議（1回）
○県内自治体（県、12市）におけるシステム導入状況調査
○関係課長、担当者、各施設実務者を対象にデモンストレーションの開催（2回）
　各施設の運用上の課題などについて意見交換

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）　

導入に向け、システムの内容把握にあたり、関係課
長、担当者、実務者のデモンストレーションを2回開催
し、一定の理解を得ることができた。県内他市の導入
状況を把握した。

年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

令和3年度実績報告

実績内容

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

今年度の課題・次年度以降の取組内容

今後、過年度分の実績を掲載

令和5年度作成時については空白
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35 担当部課 土木課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 50 50 50

実績 50

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 60 60 60

実績 60

計画

実績

計画

実績

―
 ➀ 電子化の推進

取組項目
除雪管理システム導入による事務の効
率化

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）ICTを活用した業務改善 関係部課
団体

③
除雪車両運行管理システム

の本格導入（60台）

取組内容・方向性
（Ｒ5）

　除雪車両運行管理システムを導入するにあたり、令和3年度ならびに令
和4年度においてそれぞれＧＰＳ端末5台を試験導入し、実証実験を行っ
た。実証実験した結果、今まではタコグラフや業者からの報告により稼働
時間を算出していたが、システム上で除雪作業時間が明確に把握でき
た。また、市民からの問合せに対して、除雪状況をリアルタイムに把握す
ることが可能となったことから、的確に回答することができた。
　除雪業者からは、市職員に除雪出動の連絡が不要となり、負担が軽減
でき効果が得られたことから令和5年度において本格導入を行う。

もたらす効果

○市民からの問い合わせがあった場合、システムを見ながら除雪車両の
　位置情報を把握して除雪作業状況を確認しながら、スムーズに回答する
　ことができる。
○除雪業者および市職員の事務作業の軽減が図れるため、人件費の削
　減および長時間労働の解消が期待できる。

到　達　目　標
（Ｒ5）

　令和5年上半期において導入準備、12月の雪寒期間までに本格導入を
行い、本取組を完了させる。

年度別計画

①
除雪車両運行管理システム

導入に向けて調査・検証

②
除雪車両運行管理システム

の試験導入（5台）

指標（単位） Ｒ5

① 導入による削減効果（時間）
50

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
導入による削減効果（時間）×人

件費（1hあたりの平均単価）

60

②

③
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　令和4年度は市街地の除雪業者に貸与して検証を行い、同等の効果が得られたため、令和5年度より本
格導入を行う。

令和4年度実績報告

実績内容

【除雪車両運行管理システム】
　・ＧＰＳ端末装置実証実験　市街地除雪機5台

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 計画どおり実施できた。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　令和3年度は降雪量の多い山間部の除雪業者に貸与して実証実験を行ったので、令和4年度は市街地
の除雪業者に貸与して検証する予定である。

令和3年度実績報告

実績内容

【除雪車両運行管理システム】
　・ＧＰＳ端末装置実証実験　山間地除雪機5台

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 計画通り実施できた。
指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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36 担当部課 情報政策課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 再検討

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 再検討

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
導入による削減効果×人件費（1h

あたりの平均単価）

再検討

②

③

指標（単位） Ｒ5

① 導入による削減効果（時間）
再検討

③
本格的なRPA導入

（R6予算試算・R7導入）

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　少子高齢化社会が進行する中、公務員の業務は複雑化、多様化してお
り、働き方改革による長時間労働の解消が課題となっている。
　このため、これまでに実施している各部署への聞き取り等を踏まえ、職
員が行っている業務のうち、単純な事務作業（データ入力、集約、転記等）
においてソフトウェア導入が可能なものや、業務手順の見直しに伴う事務
端末の在り方について見直しを行うことにより、職員の事務負担等の縮減
を図る。

もたらす効果

　職員が行っている単純な事務作業の軽減によって他の業務に充てる時
間の確保につながり、また、長時間労働の解消にも期待できる。
　事務作業の自動化にあたっては、現在行っている事務の流れを確認し、
業務手順を作成する必要があり、事務内容の改善や効率化が期待でき
る。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　庁内の検討内容（行財政改革や政策研究チーム（ＴＭＴ）の調査研究等）
を踏まえて調査研究を行い、令和3年度から実証実験に取り組み、令和7
年度からの導入を目指す。

年度別計画

①
実証実験の

導入準備・対象業務検討

②
実証実験の

R3㊤実施・R3㊦事後効果検証
R4㊦実施・R5事後効果検証

全部局
 ② 業務プロセスの標準化

取組項目
定型的な事務作業の自動化
（RPA実証実験）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）ICT推進を活用した業務改善 関係部課
団体
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○RPAの本格導入には、ある程度職員のスキル向上も必要であり、明確なニーズがないと
　 取り組みが難しい事も見えてきている。
○令和5年度はRPA化の一段階手前の紙文書等を電子化するツール（AI-OCR)の効果検証を行い、
　 事務効率の改善効果を分析する。
○次のステップとして、電子化したデータを既存のシステムに自動入力するプロセス等を
 　RPA化できないか研究を進めたい。

令和4年度実績報告

実績内容

　令和4年度は、RPA導入に向けた研修等の実施を行った。
　EXCELの標準機能を活用した事務処理の自動化手順の研修を主監級以下の320名が受講。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 研修会を開催し、業務自動化の効果の周知が図れた。
年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

令和3年度実績報告

実績内容

　令和2年度に選定した6業務について、RPAで自動化可能かを再度検証し実証実験に取り組んだ。
○総合戦略課 ふるさと納税寄付データ取り込みおよび髙島屋発注表作成
　自動化した事務：複数の寄付受付ポータルサイトの寄付者情報
　（CSV）の出力削減効果：年間24時間程度（検証期間2か月のため、R3の効果は4時間）
○契約検査課 電子入札システムへの登録など選定した5業務は、RPAに適さない等から、
　実証実験を見送った。

達成状況

年度評価 評価理由

【課題】
　RPA導入においては、RPAソフトウェアやプログラミング言語の知識がない職員は、最初でつまずくことが予想
される。事務の工程にもよるが、シナリオ作成や修正にかなりの時間を要するため、研修会の実施やマニュア
ルだけでは対応が難しい。シナリオの難易度によっては、専門部署（外部・内部）のサポートが必要であることを
見越して、サポート費用などを含めた費用対効果の検証が必要である。
【次年度以降の取り組み】
　他自治体の動向をみると、基幹系システムでのRPA導入が多い。令和4年度から、彦根市がRPAを基幹系で
導入する計画であり、その効果の情報収集を行っていく。➡ 3年後の令和7年度に、基幹系20システムを国が構
築するガバメントクラウドへ移行する必要があり、移行前に基幹系RPAの導入を行うと、システムが変わった場
合に再度の変更対応が必要になる。
　また、滋賀県内で内部系RPA共同調達の動きも予想され、情報収集を行っていく。さらに、ICTアドバイザーに
よるサポートを8月以降に予定しており、アドバイス等を聴いて今後のシステム導入を検討する。

評価判断基準

Ｃ（目標より遅れている）

実証実験のため6業務を選定したが、実施できたのは1
業務だけであり、想定以上にシナリオ作成に時間がか
かった。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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37 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画 ―

実績 ―

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 ―

実績 ―

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

全部署
 ② 業務プロセスの標準化

取組項目 庁内事務の効率化

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）ICTを活用した業務改善 関係部課
団体

③
調査シートの改訂・システム

の改修等の検討

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　住民サービスの多様化により、以前まではなかった業務が増えてきてい
る一方で、限られた職員数や時間の中で最大の効果を上げるためには、
業務における無駄を削減し、一層の業務の改善を進める必要がある。
　令和5年度においては、重複している項目が多々見られる各種計画につ
いて調査シートの一本化を検討する。

もたらす効果 　職員の負担軽減につながる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　調査シートの改訂やシステムの改修等を行い、調査シートの一本化を図
る。

年度別計画

① 庁内調査

② 関係課会議

指標（単位：○○） Ｒ5

① 関係課会議
2

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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令和4年度実績報告

実績内容

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

今年度の課題・次年度以降の取組内容

令和3年度実績報告

実績内容

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

今年度の課題・次年度以降の取組内容

令和5年度からの新規取組項目につき、

今後、過年度分の実績を掲載

令和5年度作成時については空白

令和5年度からの新規取組項目につき、

今後、過年度分の実績を掲載

令和5年度作成時については空白
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38 担当部課 人事課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 試行 実施 実施

実績 試行

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

全部局
 ➀ 職員の意識改革と能力開発

取組項目 人事評価制度の再整備

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）自立型の人材育成 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　総合計画に示しているまちづくりの方針、各施策分野における構想など
将来目標像の実現を目指し取り組んでいる。こうした中、現行の本市人材
育成基本方針と総合計画で示す行政経営の推進との関連付けが不十分
であること、また、行財政改革計画、行政評価、職員数適正化計画などと
も整合性・関連性が図れていないことから、人材育成基本方針ならびに人
事評価制度を見直し、人事システムを再構築する。

もたらす効果

　住民から求められる市役所のあるべき姿を目指し、職員の役割や能力、
姿勢などを明確にし、全職種・全階層に応じた公正な人事評価との連動を
図ることにより、将来を見据え、時代とともに変化できる市役所組織の経
営体質の醸成が期待できる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　職員が意欲的に必要な力を身につけることができる環境を整えるととも
に、現在改定作業を進める人材育成基本方針および人事評価制度と連動
した開発的人事システムの構築を目指す。

年度別計画

① 人事評価制度の見直し

② 人材育成基本方針の見直し

指標（単位） Ｒ5

① 人事評価の運用
試行

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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　評価項目と業務内容に齟齬がある（ex.消防職）状況、管理職がすべて同じ評価項目である。職種や職階
により求められる役割が異なるため、人材育成のために効果的な評価制度になるよう見直しを進める。
　また、定年延長制度開始に伴い、高齢期の職員の人事評価について構築する必要がある。

令和4年度実績報告

実績内容

　組織の目標達成および職員の能力向上を図る人事評価制度の実現に向け、評価制度の目的を理解し、
目標設定の方法、評価の実務・面談のスキル等を習得するために評価者および被評価者対象の研修会を
開催した。
　研修会参加者から評価そのものが形骸化している、また出来ていて当たり前のことが中間的な評価に
なっているため評価し辛いとの意見もあったため、基準より高（低）評価する場合は、被評価者に伝わるよ
う所見欄を活用し、評価者コメントで記すよう、改善をした。

達成状況

年度評価 評価理由

Ｂ（目標どおり達成）
研修会の実施により、参加者の意見聴取により現行
の評価制度の課題を見出すことが出来たため。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　人事評価における個々の目標設定基準や、評価者の評価のバラつきなどの課題があることから、引き続
いて評価者研修の実施や評価マニュアルの充実に取り組むとともに、外部有識者や他市の先進地事例な
どを参考に、人事評価制度の整備を進める。
　また、本年度に導入する定年延長制度を見据えた人事評価のあり方について検討を進める。

令和3年度実績報告

実績内容

　評価のバラつきを是正するための評価研修は実施できなかったが、職員アンケート調査の実施および外
部の有識者から現行の評価シートに対する課題等について意見を聞いたほか、県内の市町の人事評価実
施要領や評価シートの共有と意見交換を行った。
　また、定年延長制度の導入を見据えた高齢期の人事評価について、評価結果を任用、給与、分限その
他の人事管理の基礎として活用していくための手法について課題整理を行った。

達成状況

年度評価 評価理由

Ｂ（目標どおり達成）
職員アンケート調査結果および外部有識者の意見聴
取により現行の評価制度の課題を見出すことが出来
たため指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

82



39 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 6 6 6

実績 6

計画 1 1 1

実績 1

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

全部局
 ① 職員の意識改革と能力開発

取組項目 行財政改革を進める職員の意識改革

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（３）自律型の人材育成 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　行財政改革は、行政の仕組みや施策を見直し、行政システムをより良い
形に変えていくことであり、具体的な改革を推進していくのはあくまでも一
人ひとりの職員であることの再認識を徹底する。

もたらす効果
　改革の臨む職員の心構えとして「改革スピード重視」、行政運営にあたっ
ての「コスト意識の徹底」の視点をもって取り組むことができる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　インフォメーション機能で行財政改革に関する情報や計画の進捗につい
て周知し、管理職だけでなく若手職員にまで行財政改革を進める意識を
醸成する。

年度別計画

①
インフォメーションを活用し、サービス
向上の事例や考え方、当年度計画や

改革計画の進捗を紹介

②
本部員を通じて実行責任者

の所属長への啓発

指標（単位） Ｒ5

①
グループウェアでの

周知（回）
6

②
行財政改革推進本部会議

での周知（回）
1

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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　継続して職員の意識改革に取り組み、行財政改革の基盤を醸成する。

令和4年度実績報告

実績内容

　「行革の意識改革」と題してショートカットキーを活用した業務効率化など身近な事例をインフォメーション
で案内し、若手職員の意識づけに取り組んだ。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画と実績内容のとおり、職員の行革の意識
づけに取り組んだ。年度別計画

次年度以降の取組内容

　継続して職員の意識改革に取り組み、行財政改革の基盤を醸成する。

令和3年度実績報告

実績内容

　「行革の意識改革」と題して身近な事例をインフォメーションを活用して案内し、若手職員の意識づけに取
り組んだ。
　令和3年度は人事課からの依頼で新採職員向けに行財政改革の講座を実施した。グループワークを通し
て、自身の業務で効率化できる点について検討した。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画と実績内容のとおり、職員の行革の意識
づけに取り組んだ。年度別計画

次年度以降の取組内容
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40 担当部課 企画広報課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 700 700 700

実績 748

計画 4 4 4

実績 4

計画 60 60 60

実績 61.5

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

② アンケート実施回数（回）
4

③ 回収率（％）
60

指標（単位） Ｒ5

① モニター登録者数（人）
700

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　市の政策や市民生活に関わる課題に対し、市民の意識や満足度などを
把握するための市政モニター制度を導入している。
　より多くの市民から意見等が得られるよう、アンケート関連事業の周知、
回答数向上策の調査などについて検討を進める。
　（高島市の人口の場合、標本調査の一般的な標準誤差を考慮すると、
400人以上の回答を必要とするが、過去の回答率が60％程度であること
から、令和4年度からモニター定数をおおむね700人に増員している。）

もたらす効果

　市政モニター制度は市民の声を届ける一つであり、モニター数を増やす
ことでより多くの市民の方が公聴の機会を得ることができる。また、今後
400人以上の回答を得ることができれば、より誤差の少ない結果として回
答結果を活用することができる。
　そこで、多くの市民の意見を市政に反映することができ、より民意に近い
施策を実現することができる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　行政運営へのさらなる市民参画を推進するため、延べ回答数1,680件
（年4回のアンケート実施により、１回あたりの回答数の60％≒400件以上）
を堅持することを目標とし、計画的なアンケートの実施およびアンケート内
容の工夫を図る。

年度別計画

① アンケートの実施

②

取組項目 市政モニター制度の充実

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（１）地域力の強化 関係部課
団体

全部局
 ① 市民主体の市政運営
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　モニター任期2年目の3年度は、アンケート回答率が低かった。今後の回答率増加のため、高島市の人口
から標本調査の一般的な標準誤差を考慮し、信頼水準を95％とするために必要な「400人以上の回答」を
得られるよう、モニター数の増加をはかった。なお、過去の市のアンケート回答率は約60％であるため、モ
ニター数をおおよそ700人とし、上記回答数を得られるよう募集をおこなった。
　次年度はこれらを踏まえて、回答しやすい質問項目や文章の作成、アンケートの定期的な実施などによ
り、60％以上の回答数を得られるよう取り組みを進めることで、行財政改革の推進に努める。

令和3年度実績報告

実績内容

　モニター登録者453名に対してアンケートを4回実施し、計画見直しや政策立案へ反映させる取組みを
行った。
　令和3年05月　男女共同参画に関するアンケート
令和　2年08月　エネルギー施策に関するアンケート
令　和2年12月　生涯学習に関するアンケート
　令和4年02月　市のホームページおよび広報誌に関するアンケート

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
回収率は計画を下回ったが、アンケート実施回数なら
びにモニター登録者数は計画以上の実績であった。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　現モニターの任期が令和5年度末であるため、次期モニターについても信頼水準に必要な回答数が確保
できるよう、登録者数の確保に努める。その際、メール（インターネット）での回答で、より手軽に回答できる
ことを伝えられるように、募集チラシや文書を工夫する。

令和4年度実績報告

実績内容

　令和3年度末に無作為抽出した市民6,500人に対しモニター協力を依頼し、登録意思が確認できた748人
を新たにモニター登録し、登録者に対しアンケートを4回行い、計画見直しや政策立案へ反映させる取り組
みを行った。
　令和4年05月00児童館と子どもの遊び場に関するアンケート
　令和4年11月00高島のまちづくり活動に関するアンケート
　令和5年01月00高島のごみ減量と新しいごみ処理施設の整備に関するアンケート
　令和5年03月00高島市民の観光に関するアンケート

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
モニター登録者数、アンケート実施回数は計画以上
の実績であった。また、回収率についても、年間平均
において計画以上の実績であった。指標

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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41 担当部課 環境政策課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績 情報収集

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

―
 ① 民間活力の効果的な導入

取組項目 外部委託の推進（MICSセンター運営業務）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）公民連携の推進 関係部課
団体

③ 外部委託の有無判断

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　MICSセンターで受け入れたし尿は、毎回濃度が異なるうえ、槽の容量から
長時間貯めておくことができないため、希釈倍数を即座に判断し高島浄化セ
ンターへ送る必要がある。また、希釈倍数は試験紙による色での判断となる
ため経験と技術が必要である。加えて、高島浄化センターへの流量により県
負担金が増減するため、し尿等の希釈濃度を搬入基準値に収まるぎりぎりの
値にする必要がある。現在は、本業務に長年携わってきた元職員を会計年度
任用職員として雇用し業務を行っているが、将来にわたり安定的な運転を行う
には、技術承継のため正職員を配置するか、または外部委託の検討が必要
である。

もたらす効果
　設備を取り扱う技術と、希釈倍数の判断など専門知識を有する業者に外部
委託することで、安定的に効率的な運転管理が実施できる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　MICSセンター運営業務を次期高島市合理化事業計画における代替業務と
することも含めて外部委託することについて研究、検討を行い、今後の運営
手法を判断するための資料作成等を行う。
　なお、本年度から令和6年度にかけては、外部委託の適否の判断を行うた
めの資料収集、分析および各種調整等を行う。

年度別計画

① 判断材料資料の作成

②
合特業務の検討

（第5次計画）

指標（単位） Ｒ5

①

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③

情報収集・整理・分析等、関係者との調整等 判断資料のまとめ

５次計画（５箇年事業）の実施

各種調整 意思決定
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○MICSセンター運営にかかる業務のうち、専門的知識が必要となる業務内容を整理する。
○MICSセンター運営委託について見積もりを徴取し、現状と比較する。（㈱日映今津、㈱日吉等）
○合特の代替業務として既に上下水道課の業務が充てられており、特に当該業務を代替業務に
　 位置づける必要がないため、競争入札による業者選定について検討する。
○今後、委託先となり得る業者を選定し、それらの業者が受託可能か確認することとする。

令和4年度実績報告

実績内容

　令和4年7月5日に一般廃棄物処理業等（し尿・浄化槽汚泥）の合理化にかかる第5次高島市合理化事業につ
いて、㈱日映今津と協議を行い進捗状況の確認を行った。
　MICSセンターの外部委託については、合理化事業の代替業務として㈱日映今津に委託できないか過去に協
議が行われているものの、その際は㈱日映今津としては金額が見合わないことを理由に合意に至らなかった。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 年度別計画のとおり、業者との協議を終えた。
年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　今後、令和6年度にかけて外部委託の適否の判断を行うための資料収集、分析および各種調整等を行い、運
営方針や内容等を固めていくものとする。

令和3年度実績報告

実績内容

　令和３年10月26日および令和4年2月15日に、一般廃棄物処理業等（し尿・浄化槽汚泥）の合理化にかかる第
5次高島市合理化事業計画策定について、㈱日映今津と協議を行った。
　協議結果、業務委託に際して委託金額については、市と㈱日映の双方で更に検討を重ね、相互調整を行う必
要があるとされた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成） 年度別計画のとおり、業者との協議を終えた。
年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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42 担当部課
高齢者支援
課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績 1か所

計画

実績 アンケート・ヒアリング

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1 1 1

実績 1

計画 2 2 2

実績 2

計画 5

実績 2

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 ― 9,000 9,000

実績 ―

計画

実績

計画

実績

介護保険課
 ① 民間活力の効果的な導入

取組項目
外部委託の推進（地域包括支援セン
ター業務）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）公民連携の推進 関係部課
団体

③
委託型地域包括支援センター(マ
キノ・今津地域以外の2地域1か

所）設置

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　令和2年度に地域包括ケアシステムの施策推進を主に担い、総合的な
支援を行う基幹型地域包括支援センター（市直営1か所）と、担当圏域の
総合相談支援や包括的・継続的ケアマネジメントを主業務とする委託型
地域包括支援センター（1か所）を設置した。市は、委託型地域包括支援
センターの受託先となる市内法人等に対し、専門職の確保と業務推進に
向けた支援などの取組みを進める。今後増加する高齢者への支援体制
をさらに充実させるために委託型地域包括支援センターを1か所増やす。

もたらす効果

〇住民にとって身近な地域で相談ができるとともに、総合的な相談や緊
　 急対応時の機動性が高まる。
〇基幹型地域包括センターが委託型地域包括支援センターの後方支援
　 を行うことにより相談支援機能の強化を図ることができる。
〇地域包括ケアシステムの推進
〇介護予防ケアマネジメントにかかる人件費の削減

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

〇マキノ・今津地域以外の2地域を担当する
 　委託型地域包括支援センターの設置（1か所）
〇北部地域を担当する委託型地域包括支援センターおよび基幹型
　 地域包括支援センター（市）の継続設置

年度別計画

①
委託型地域包括支援センター（北

部地域担当　1か所）設置

②
市内法人などヒアリングおよび地域包

括支援センター機能強化検討会

指標（単位） Ｒ5

①
地域包括支援センター
機能強化検討会（回）

1

②
地域包括支援センター

運営協議会（回）

2

③ 市内法人などヒアリング（回）
2

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
委託導入による
人件費の削減額

―

―

②

③
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〇マキノ・今津地域以外の2地域を担当する委託型地域包括支援センターの設置に向けて候補2法人との
　 協議を進めるとともに、プロポーザルにて委託する法人を決定する。地域包括支援センター機能強化
 　検討会や運営協議会において報告を行う。
〇地域包括支援センターの設置については、国・県交付金の上限額があるため、検討が必要である。

令和4年度実績報告

実績内容

　【北部地域担当　委託型地域包括支援センターへの支援】
〇基幹型地域包括支援センター担当者による委託型地域包括支援センターに対する後方支援
〇地域包括支援センター運営協議会（年2回）での事業計画および実施状況の報告
　【マキノ・今津地域を以外の市内2地域担当する委託型地域包括支援センターの設置に向けた取組み】
〇市内2法人と地域包括支援センターの委託に関する協議の実施。
〇委託について、地域包括支援センター運営協議会や機能強化検討会で検討を行った。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
マキノ・今津地域以外の2地域を担当する委託型地域
包括支援センターの設置に向け受託候補2法人と協
議を進め、市長協議を行い予算化を図った。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

〇南部地域を担当する委託型地域包括支援センターの設置に向けて候補2法人との協議を進めるととも
　 に、地域包括支援センター機能強化検討会や運営協議会において外部委員の意見を聞きながら進め
　 る。
〇地域包括支援センターの設置については、国・県交付金の上限額があるため、設置数や対象地域につ
 　いて検討が必要である。
〇基幹型地域包括支援センター（市）の人員体制について市の方針を明確にする。
〇委託型地域包括支援センター設置は当初の計画では令和5年度となっていることから、委託に向けた
　 ロードマップを作成し、計画的に進める必要がある。

令和3年度実績報告

実績内容

　【北部地域担当　委託型地域包括支援センターへの支援】
〇地域包括支援センターの運営方針を決定し、委託先事業者に通知
〇基幹型地域包括支援センター担当者による委託型地域包括支援センターに対する後方支援
〇地域包括支援センター運営協議会（年2回）での事業計画および実施状況の報告
　【南部地域担当　委託型地域包括支援センターの設置に向けた取組み】
〇市内5社会福祉法人に、地域包括支援センターの受託に関する意向調査の実施。
〇市内2法人と地域包括支援センターの委託に関する協議の実施。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
南部地域を担当する委託型地域包括支援センターの
設置に向け受託候補2法人と協議を進めることができ
たため。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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43 担当部課 学校給食課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 ― ―

実績 ― ―

計画 ― 1

実績 ― ―

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 4,130 ―

実績 4,130 ―

計画 ― 9,580

実績 ― ―

計画

実績

②
導入による削減効果
（マキノ・今津人件費）

―

―

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①
導入による削減効果

（マキノ人件費）
4,130

② 全保護者への通知
―

―

③

指標（単位） Ｒ5

①
プロポーザル審査委員会の

開催（回）
2

③
新旭・マキノの外部委託の

継続

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ6）

　市内4つの学校給食センターのうち、マキノ・安曇川・新旭については、調
理等の業務を外部委託している。今後、安定的な学校給食を提供するた
め、3つのセンターの外部委託の更新時期となる令和6年度を目途に、現
在直営である今津の外部委託に向けて、正職調理師の人事配置に配慮
しつつ、検討を進める。

もたらす効果
　給食業務を専門とする民間事業者に委託することで、より安定した調理
業務が可能となり、行政の人事管理等の事務やリスク管理が軽減される。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ6）

　安曇川学校給食センターの外部委託を令和3年8月に更新したことによ
り、今後も効率的な運営を継続する。
　現在、今津学校給食センターのみ直営で運営しているが、正職調理師の
人事配置に配慮し、令和6年度を目途に外部委託を導入し、すべての学校
給食センターにおいて、外部委託による安定した学校給食の提供を行う。

年度別計画

①
今津の外部委託導入

（Ｒ6.8月から）

②
安曇川の外部委託

更新・継続（Ｒ3.8月から）

子ども未来部
人事課 ➀ 民間活力の効果的な導入

取組項目
外部委託の推進（学校給食センター調
理業務）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）公民連携の推進 関係部課
団体
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　3センターの外部委託の更新時期を迎える令和6年8月を目途に現在直営である今津学校給食センターを
外部委託することとし、正職調理師の人事配置に配慮しつつ、関係部局との調整等に取り組み、すべての
学校給食センターにおいて、外部委託による安定した学校給食の提供を行う。

令和3年度実績報告

実績内容

○安曇川学校給食センター調理等業務委託のため第2回プロポーザル審査委員会（6/21）【第1回目
　 Ｒ3．1．26】を開催。令和3年8月1日に業者を選定し委託更新を行い、安定して学校給食が提供で
   きる体制を整えた。
○市内4つの学校給食センターの今後の方向性について、関係機関、関係者等と協議を重ね、令和
   6年8月から2つの給食センターに集約化することを決定した。また、運営形態も直営から民間委託
   することとし経費削減、事務量の削減に向けて調整を行った。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
安全安心な学校給食を提供するため、施設の集約化
について協議を重ね、今後の方向性を決定し、行政
改革推進計画に基づいて進めた。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　3センターの外部委託の更新時期を迎える令和6年8月に、現在の今津学校給食センターを外部委託する
こととし、正職調理師の人事配置に配慮しつつ、関係部局との調整等に取り組み、市内の給食センターの
集約化と外部委託による安定した学校給食の提供を行う。

令和4年度実績報告

実績内容

○マキノ・新旭学校給食センターと安曇川学校給食センターの調理等業務委託契約が締結されていること
 　から、これらの業務を継続し、安定した学校給食が提供できる体制を維持している。
○市内4つの学校給食センターは、関係機関、関係者等と協議を重ね、令和6年8月から2つの給食セン
   ターに集約化することから、調整を行っている。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
安全安心な学校給食を提供するため、施設の集約化
が決定されてことについて、行政改革推進計画に基
づいて進めた。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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44 担当部課 観光振興課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2 2 2

実績 4

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 1,735 2,685 2,685

実績 1,735

計画

実績

計画

実績

各種実行委
員会 ① 民間活力の効果的な導入

取組項目
イベントの見直し（補助金等による民間
団体の主催へ移行）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）公民連携の推進 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　市民の交流や観光客の誘致など、それぞれの目標を達成するために、
市内では様々な催しが行われているが、その多くは実行委員会などにより
企画・運営されている。
　びわ湖高島ペーロン大会については、実行委員会が市からの補助金や
自己資金で開催できるように段階的に移行することで、その目標を達成し
ていく。

もたらす効果
　民間がイベントを主催・運営することにより、これまで以上の経済効果も
考えられることから地域のさらなる活性化が図れるとともに、イベントのマ
ンネリ化を防ぎ短期的な集客だけでなく継続的な観光振興が期待される。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　市が委託しているイベントを廃止し、実行委員会による民間運営イベント
に変更する。

年度別計画

①
イベントの民間運営化

（マキノカントリーフェスタ）

②
イベントの民間運営化

（びわ湖高島ペーロン大会）

指標（単位） Ｒ5

①
実行委員会等

関係者との調整（回）
2

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

① 民間運営化による削減効果
2,685

②

③
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　協議調整を進めているが、実行委員会で実施ができるかは不明。
　ノウハウを含め詳細まで引継ぎができるよう調整する。

令和4年度実績報告

実績内容

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けてイベント自体の開催は中止となった。
　ペーロン大会については令和5年度の開催に向けて団体との調整を進めた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
実行委員会で開催することについては同意済みであ
る。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容

　ペーロン大会については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて令和2年度、3年度と2年連続
で開催中止になっており、実務的な部分での引継ぎに課題がある。令和4年度については、大会の有無に
かかわらず実務的な引継ぎが行えるよう実行委員会との調整を進めていく。

令和3年度実績報告

実績内容

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けてイベント自体の開催は中止となったが、ペーロン大会に
ついては令和5年度から実行委員会主体で開催できるよう、団体との調整を進めた。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
　ペーロン大会について、令和5年度以降は実行委員
会主体で開催することについて合意を図れたため。年度別計画

今年度の課題・次年度以降の取組内容
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45 担当部課
市民スポー
ツ課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 6 3 2

実績 6

計画 2 2

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

②

③

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②
新旭地域の指定管理者制

度導入体育施設数

③

指標（単位） Ｒ5

①
スポーツ関係団体との

意見交換（回）
6

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　これまで直営で管理運営してきた体育施設について、更なる利活用と利
用者サービスの向上を目指し、指定管理者制度を導入する。

もたらす効果

　市民サービスの向上と維持管理経費の削減が期待されるほか、直営施
設に比べ人事管理等の事務が軽減される。また、指定管理者の自主事業
の実施によるスポーツ振興事業の拡充や、それに伴う経済効果も期待で
きる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　新旭地域の直営体育施設の指定管理者制度導入について、令和5年度
に手続きを進め、令和6年度から指定管理者制度を導入する。

年度別計画

①
スポーツ関係団体の

運営状況の確認

②
新旭地域の直営体育施設
への指定管理制度の導入

スポーツ関
係団体 ① 民間活力の効果的な導入

取組項目
指定管理者制度の適正運用（体育施設
への導入と拡大）

行財政改革推進での
位　置　づ　け

（２）公民連携の推進 関係部課
団体
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　令和4年9月末を目途に、新旭地域の体育施設における標準的経費や業務仕様書など各種データ整理を
行うとともに、スポーツ協会の体制強化および令和6年度以降の指定管理者制度の導入等について市ス
ポーツ協会と協議を行う。

令和3年度実績報告

実績内容

　安曇川総合体育館定例会議等を通じて運営状況を確認するとともに、市スポーツ協会の体制強化および
新旭地域の直営体育施設への指定管理者制度の導入等について、市スポーツ協会と意見交換（4/2、
9/15、12/15、3/22）を行った。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画のとおり、スポーツ関係団体の運営状況
の確認を終えた。指標

次年度以降の取組内容

　令和5年度は、令和6年度以降の指定管理者制度の導入およびスポーツ協会の体制強化について市ス
ポーツ協会と協議を行い、12月議会に指定議案が提出できるよう必要な手続きを進める。

令和4年度実績報告

実績内容

　安曇川総合体育館定例会議等を通じて運営状況を確認するとともに、市スポーツ協会の体制強化および
新旭地域の直営体育施設への指定管理者制度の導入等について、市スポーツ協会と意見交換（4/8、
4/19、4/26、10/6、1/6、3/14）を行った。

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画のとおり、スポーツ関係団体の運営状況
の確認を終えた。指標

次年度以降の取組内容
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46 担当部課 行政管理課

Ｒ4 Ｒ5（上半期） Ｒ5（下半期） Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画 2 2 2

実績 1

計画 1 1 1

実績 1

計画 90 90 90

実績 98.0

Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7

計画

実績

計画

実績

計画

実績

全部局
　　―

取組項目
高島市行財政改革推進計画の進行管
理と評価

行財政改革推進での
位　置　づ　け

　　計画の進行管理 関係部課
団体

③

取組内容・方向性
（Ｒ5～Ｒ7）

　行財政改革を着実に推進していくため、高島市総合計画や長期財政計
画と連動し、可能な限り数値目標などを示した具体性のある計画を策定す
る。
　また、毎年評価を行い、その結果については、第2期高島市行財政改革
計画の実績として、市民や学識経験者などで構成する行財政改革委員会
および市議会に報告し、市ホームページで市民に公表する。

もたらす効果

　より具体的な計画を策定することによって、各部局が行財政改革の推進
実行者として責任を持って取り組むことができる。
　また、毎年評価を行うことにより、客観的に取組みを見直すことができ、
さらに効果的な推進が可能となる。

到　達　目　標
（Ｒ5～Ｒ7）

　推進項目の評価について、Ｂ評価（目標どおり達成）以上の全体割合が
90％を超えるように推進する。

年度別計画

①
行財政改革推進本部会議

の開催

② 行財政改革委員会の開催

指標（単位） Ｒ5

①
行財政改革推進本部会議

の開催（回）
4

②
行財政改革委員会の

開催（回）
3

③ Ｂ評価以上の割合（％）
90

効果額見込み（千円） Ｒ5

①

②

③
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　継続して進行管理・実態把握に取り組み、各課が立てた行財政改革の取組目標を着実に達成できるよう
働きかける。

令和4年度実績報告

実績内容

　より具体的な計画となるように、推進計画内容の聞き取り、指標の点検等を行った。
　令和4年度についても進捗の中間実績をチェックリスト形式で把握し、各課の進捗について実態把握に努
めた。
　取組項目の記載シートを用いて、可能な限り数値目標などを示した具体性のある計画の策定に努めた。
　【実績】Ａ評価（11.5％）、Ｂ評価（86.5％）、Ｃ評価（2.0％）、Ｄ評価（0％）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画と実績内容のとおり、聞き取りやチェック
リストで進行管理に取り組んだ。年度別計画

次年度以降の取組内容

　継続して進行管理・実態把握に取り組み、各課が立てた行財政改革の取組目標を着実に達成できるよう
働きかける。

令和3年度実績報告

実績内容

　より具体的な計画となるように、推進計画内容の聞き取り、指標の点検等を行った。
　令和3年度についても進捗の中間実績をチェックリスト形式で把握し、各課の進捗について実態把握に努
めた。
　同年度から見直した取組項目の記載シートを用いて、可能な限り数値目標などを示した具体性のある計
画の策定に努めた。
　【実績】Ａ評価（9.1％）、Ｂ評価（87.3％）、Ｃ評価（3.6％）、Ｄ評価（0％）

達成状況

年度評価 評価理由

評価判断基準

Ｂ（目標どおり達成）
年度別計画と実績内容のとおり、聞き取りやチェック
リストで進行管理に取り組んだ。年度別計画

次年度以降の取組内容
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